
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

福島市行財政経営ガイドライン 
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１ ガイドラインの基本理念と基本方針 
 

複雑化・細分化する本市の課題に沿った柔軟性のあるガイドラインを策定し、社会情勢の

変化に対応した改革の実践を目指していくため、以下を基本理念と基本方針として設定しま

す。 

基本理念： 

基本方針：  １ 財政マネジメントの強化   ２ 業務効率化の推進      

          ３ 行政サービスの質の向上  ４ 共創の推進         

 

 

 

 

 
 

 

 
 

 

 

 

２ 各取組事項の評価 

 

２－１ 指標の設定 

（１）基本的な考え方 

  ① 「手段や結果」ではなく、「目的や成果」を計測する指標とします。 

② 「市の課題」や「課題に対する取組」と連動させます。 

③ 数値として計測できる指標とします。 

④ 他市町村との比較が容易であることとします。 

 

２－２ ガイドラインの推進期間 

本ガイドラインは、取組項目ごとに推進期間を設定して進捗管理を行います。 

また、目標を達成した取組項目については、再度目標値を設定し直すことや、成果を持

続するための取組への転換、新たな取組項目を追加できるようにするなど、社会情勢の変

化に対応した、柔軟かつスピード感のある対応を可能とします。 

 

効率的で質の高い、持続可能な行財政経営を目指して 

 

５ スピード・効率と丁寧な行政経営の両立 

１ 市民に伝える・響く意識の醸成 

２ 変化へのすばやい対応 

３ 成果検証の重視 

４ 人材育成の必要性 
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２－３ 達成状況評価 

（１）基本的な考え方 

    単年度の「実績値」や複数年度で求めた「平均値」を「基準値」として、「各年度

目標値」を設定し、達成状況の評価を行います。 

（２）達成率の算出式【標準例】 

   （評価年度実績値―基準値）÷（評価年度目標値―基準値）×１００ （％） 

（３）単年度達成状況評価 

 Ａ：達成率 100％以上  Ｂ：80％≦達成率＜100% 

Ｃ：60％≦達成率＜80%   Ｄ：達成率＜60％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２－４ 取組事項の終了と追加 

（１）基本的な考え方 

   計画最終年度に評価が「Ａ」と評価された事業は、原則「進捗完了」として、以

後はガイドライン上での進捗管理を行いませんが、取り組んだ結果として、ガイド

ライン上へ記載を残します。 

ただし、「進捗完了」となった事業であっても、さらに高みを目指した目標の設

定により、推進期間を延長することも可能とします。 

一方、想定した推進期間の最終年度に、評価が「Ｂ」以下の事業は、推進期間の

延長や、抜本的な事業の見直し、指標の再検討を行います。 
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２－５ 議会への報告 

市の行政改革の取組について、議会に対し十分な説明責任を果たすことが求められるこ

とから、議会がこれらの監視や評価を行いやすいよう、行政改革に関する情報を積極的に

提供します。 

 

 

３ 行政改革の基本的な取組事項 

 

３－１ 財政マネジメントの強化 

（１）基本的な考え方 

人口減少社会が進む中にあって、自主財源の確保・充実に一層取り組み、歳出

抑制を図りながら、限られた財源の配分について優先化・重点化を図り、安定的

な財政基盤の構築に努めます。 

また、経年劣化が進む公共施設への対応や将来のあり方を検討するなど、効率

的で効果的な行財政経営のための改革に取り組んでいきます。 

 

（２）主な取組事項 

① ふるさと納税を推進し、新たな財源確保に努めます。 

② 自主財源の確保を図り、健全な財政運営に寄与するため、 用途の重複する施設や

役目を終えた施設については、積極的な処分に努めます。 

③ 各公営企業・特別会計については、 独立採算を基本として事業の在り方なども含

めた中長期的な視点に立った適切かつ効率的な財政運営に努めます。 

④ 市税の適正な賦課と収入率のより一層の向上に取り組みます。 

 

 

３－２ 業務効率化の推進 

（１）基本的な考え方   

  行政改革における「最少の経費で最大の効果を挙げる」という原則を堅持しなが

ら、多様化する市民ニーズへの対応や厳しい財政環境などに的確に対処していくた

め、執行内容の様々な要素において効率性の向上を図り、効果的な行財政経営を一

層推進します。 

 

（２）主な取組事項 

① システムの導入による業務効率化を図ります。 

② 定員管理の適正化に努め、効率性の向上を図ります。 

③ ＢＰＲの推進により職員の業務改善意識の向上、事務効率化を図ります。 

④ システム内製化により、デジタル完結、市民サービスの向上と業務の効率化を推進

します。 
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３－３ 行政サービスの質の向上 

（１）基本的な考え方 

市民の行政に対するニーズを的確に把握し、限られた資源で効率的にサービスが

提供できる、質の高い行政サービスの提供に努めます。 

  また、成果重視による運営や目標管理手法などの民間の経営手法を積極的に取り

入れ、前例や慣習にとらわれない戦略的な行政経営を推進し、行政サービスの質の

向上を図ります。 

 

（２）主な取組事項 

① 新たな広報ツールを活用し、市民の利便性の向上と地域社会のデジタル化を推進し

ます。 

② 質の高い行政サービスを提供できる人材の育成を推進します。 

③ ICT の活用により、便利に図書の貸し出しを利用できる環境を提供します。 

④ 行政手続きのオンライン化を推進します。 

 

 

３－４ 共創の推進  

（１）基本的な考え方 

これからのまちづくりは、市民と行政が共に創り上げていくという考えのもと、

様々な価値観や多様性を持った暮らしを求める時代の変化にしっかりと対応した

施策を展開し、新しいステージへの道筋を描いていかなければなりません。 

「協働」の考え方をさらに進化させ、目標設定の段階から市民と行政が連携し、

意見を出し合い、取り組むことで新たな価値を共に創り上げる「共創」による新し

いまちづくりを推進します。 

 

（２）主な取組事項 

① 市民との共創を推進します。 

② 女性活躍の場を広げるため、起業について初心者向けの講座を開催し、女性が活躍

できる働き方、地域社会の形成を推進します。 

③ 民間事業者等と連携した取り組みに努め、公民連携を推進します。 

④ 若者が市事業や地域活動に気軽に参加できる仕組みを活用し、若者のまちづくりへ

の参加を促進します。 

 

（注）共創： 

世代や性別等を問わず市民一人ひとり、団体、企業、大学、地域、行政等の多様な主体

がお互いの立場を理解し合い、気さくで自由な関係のもと、目標設定の段階から連携し、

解決しなくてはならない「地域の課題」を把握・共有するとともに、異なる視点や価値観

のもと多方面から意見を出し合いながら解決策の検討を行う。そして、それぞれの特徴を

生かしながら積極的に課題解決に向けて実践的な取り組みを展開することにより、地域と

しての新たな魅力や価値を共に創り上げていくこと。 
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■総括シート

事業数 8 その他事業・取組内容 3

推進期間

担当課

5年 R3 R4 R5 R6 R7

政策調整課 Ａ Ａ Ａ - -

6年 R3 R4 R5 R6 R7 R8

財産マネジメン
ト推進課

Ｄ Ｄ Ｄ - - -

5年 R3 R4 R5 R6 R7

財産マネジメン
ト推進課

- Ａ Ａ - -

5年 R3 R4 R5 R6 R7

財産マネジメン
ト推進課

Ａ Ａ Ａ - -

5年 R3 R4 R5 R6 R7

財産マネジメン
ト推進課

Ｂ Ｂ Ｂ - -

5年 R3 R4 R5 R6 R7

道路保全課 Ａ Ａ Ａ - -

4年 R3 R4 R5 R6

教育施設管理課 - Ａ Ａ -

5年 R3 R4 R5 R6 R7

水道局
経営企画課

Ａ Ａ Ｂ - -

4 未利用財産の積
極的な処分

6
街路灯LED化推進
事業

5

水道施設情報管理
システム活用によ
る経費縮減

福島地方土地開
発公社（福島市
事務所）の経営
健全化

8

Ａ：達成率100％以上　　　 Ｂ：80％≦達成率＜100％
Ｃ：60％≦達成率＜80％　　Ｄ：達成率＜60％

令和５年度評価結果

1
ふるさと納税の
促進

公共施設等総合
管理計画の推進

計画年度

評　　価

ネーミングライ
ツの拡大

3

進捗確認事業32件　その他事業16件

（１）財政マネジメントの強化

№

2

事業・取組内容

7
単独給食実施校
の新センターへ
の円滑な移行
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担当課その他事業・取組内容

財政課市債の適正運用1

納税課2 徴収対策の強化

状　　況

【R4の実績・状況】
実質公債費比率（令和4年度決算）2.3
（R3中核市平均　5.5）

【R5の予算額、取り組み内容】
市債予算額　8,983,900千円
引き続き地方交付税の措置のある有利なものを中心に活用し、実質的な財政
負担の軽減に努める。
※１　R5市債予算中、交付税措置のあるもの
　7,036,000千円（78.3％）
※２　R5市債予算中、交付税措置額（理論値）
　4,011,819千円（44.7％））

【R5の実績・状況】
実質公債費比率（令和5年度決算）3.5
（R4中核市平均　5.4）

【R6の予算額、取り組み内容】
市債予算額　11,113,700千円
引き続き交付税措置のある有利なものを中心に活用し、実質的な財政負担の
軽減に努める。
※１　R6市債予算中、交付税措置のあるもの
9,789,500千円（88.1％）
※２　R6市債予算中、交付税措置額（理論値）
4,806,778千円（43.3％）

【R4の実績・状況】
１納税者の利便性の向上
　①金融機関窓口で口座振替推進啓発
　②コンビニ収納　件数4.22％増
　③スマートフォンアプリ収納　件数11.48％増
２効率的な滞納整理
  ①財産調査(預金等)　311,046件
　  滞納処分(債権等)　　2,397件
  ②徴収緩和措置(滞納処分の執行停止)　784件
市税収入率（現年・滞納繰越合計）
　R２年度　97.03％（前年度比　△0.15）
　R３年度　97.39％（ 　 〃　　　0.36）
　R４年度　97.40％（ 　 〃　　　0.01）

【R5の予算額、取り組み内容】
予算額301,731千円
１納税者の利便性の向上
　①口座振替推進
　②コンビニ収納
　③スマートフォンアプリ収納
　④地方税統一ＱＲコードの開始
２効率的な滞納整理
　①財産調査及び滞納処分の強化
　②適切な徴収緩和措置

【R5の実績・状況】
１納税者の利便性の向上
　①金融機関窓口で口座振替推進啓発
　②コンビニ収納
　　件数2.33％増
　③スマートフォンアプリ収納
　　件数15.05％増（QR経由AP利用件数を含む）
　④地方税統一ＱＲコードの開始
　　固定資産税・軽自動車税の運用開始
２効率的な滞納整理
  ①財産調査(預金等)　319,957件
　  滞納処分(債権等)　2,225件
  ②徴収緩和措置(滞納処分の執行停止) 1,001件
市税収入率（現年・滞納繰越合計）
　R２年度　97.03％（前年度比　△0.15）
　R３年度　97.39％（ 　 〃　　　0.36）
　R４年度　97.40％（ 　 〃　　　0.01）
　R５年度　97.33％（ 　 〃　　△0.07）
【R6の予算額、取り組み内容】
 予算額298,793千円
１納税者の利便性の向上
　①口座振替推進
　②コンビニ収納
　③地方税統一ＱＲコードの拡大
　　※個人住民税・国民健康保険税
２効率的な滞納整理
　①財産調査及び滞納処分の強化
　②適切な徴収緩和措置
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担当課

3

「答べんりんく
（議会答弁検討シ
ステム）」のシス
テム開発による自
主財源の確保

情報企画課

事業数 6 その他事業・取組内容 4

推進期間

担当課

5年 R3 R4 R5 R6 R7

総務課 - Ａ Ａ - -

2年 R5 R6 R7 R8 R9 R10

人事課 - - - - - -

5年 R4 R5 R6 R7 R8

契約検査課 - Ｄ - - -

3年 R5 R6

総務課 Ａ -

3年 R5 R6 R7

情報企画課 Ａ - -

3年 R5 R6 R7

人事課 Ａ - -

担当課

5

事業・取組内容

定員管理の適正
化

時間外勤務の縮
減

4

徹底したコスト
意識と業務改革
（ＢＰＲ）の取
り組み

評　　価

音声文字起こしシステムの実証実験を行い、導入した場合の業務削減効果を
検証する。
効果:業務量削減効果の検証。

システムの標準
化とガバメント
クラウドへの対
応

その他事業・取組内容

6

計画年度

2

【R4の実績・状況】
利用実績：620回　95％程度の変換率
削減時間：3,631時間（従前の作業時間との差3,658時間から設置・撤収時間
26.7時間を除いた）
ワイヤレスマイクを導入したことで、設置・撤収時間が削減され、より効率
化が図られた。

【R5の予算額、取り組み内容】
予算額　1,058千円
利用件数のさらなる拡充を図る。

№

音声文字起こし
システムの導入
と成果検証

【R5の実績・状況】
利用実績：1,095回　95％程度の変換率
削減時間：6,398時間（設置・撤収時間32時間を除いた）

【R6の予算額、取り組み内容】
予算額　1,058千円
利用件数のさらなる拡充を図る。

情報企画課

1

文書管理システム
を活用した業務効
率化及びペーパー
レス化の推進

1

入札業務のデジ
タル化

状況

3

【R6の予算額、取り組み内容】
自治体ビジネス収入　予算額　550千円

平成30年度に内製で開発した議会答弁システムを企業との連携で商品化し、
その著作権収入を見込むもの。

その他事業・取組内容 状　　況

（２）業務効率化の推進
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担当課

【R5の実績・状況】
　通報件数：749件
　・道路に関する情報:601件
　・公園に関する情報:52件
　・不法投棄に関する情報:8件
　・空き家に関する情報：13件
　・鳥インフルエンザに関する情報：3件
　・不審電話・メールに関する情報：8件
　・下水道マンホール・マスに関する情報:5件
　・災害による被害情報:0件
　・その他：59件

【R6の予算額、取り組み内容】
予算額　5,261千円

その他事業・取組内容

道路や公園等の不具合や災害による被害状況などの情報を福島市ＬＩＮＥ公
式アカウントから市に通報できるサービスを導入し、道路等の維持管理や災
害対応に活用。

2

（R4）
デジタル推進課

（R5～）
情報企画課

LINEを活用した
「市民通報サー
ビス」の導入と
活用

【R5の実績・状況】
校務支援システムや保護者への連絡手段のデジタル化による校務の効率化や
クラウドサービスの活用促進により授業準備の効率化を進めることができ
た。また、セキュリティの保持に取り組むことができた。

【R6の予算額、取り組み内容】
予算額　255,851千円
クラウドサービスの活用をさらに推進し、授業準備や校務のより一層の効率
化を図る。また、システムの運用とセキュリティの保持に取り組んでいく。

【R4 通報件数:631件】
　・道路に関する情報:557件
　・公園に関する情報:32件
　・不法投棄に関する情報:9件
　・空き家に関する情報：9件
　・鳥インフルエンザに関する情報：7件
　・不審電話・メールに関する情報：4件
　・下水道マンホール・マスに関する情報:2件
　・災害による被害情報:0件
　・その他：11件

【R5の予算額、取り組み内容】
予算額　5,629千円

【R4の実績・状況】
学校の実情に応じた運用ができるように、セキュリティ実施手順書を改正し
ながら校務の情報化による業務効率化とセキュリティの保持に取り組むこと
ができた。

【R5の予算額、取り組み内容】
予算額　249,319千円
実施手順書の改正により可能となったクラウドサービスの活用促進による授
業準備の効率化を図るとともに、統合型校務支援システムの効果的な活用と
保護者への連絡手段のデジタル化等により、さらに業務の効率化を図る。

学校教育課
教育研修課

学校教育情報
ネットワークシ
ステム運用

状況

3

統合型校務支援システムを導入することにより校務の効率化を図り、学校に
おける働き方改革を推進する。
教員が統合型校務支援システムの取扱に習熟し、活用することで５年後に教
員一人あたり年間100時間程度の業務の効率化が期待される。
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担当課

事業数 11 その他事業・取組内容 8

推進期間

担当課

3年 R3 R4 R5

広聴広報課 Ａ Ａ Ａ

1年 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10

地域共創課 Ａ Ｂ Ｂ - - - - -

5年 R3 R4 R5 R6 R7

人事課 Ｄ Ｄ Ａ - -

5年 R3 R4 R5 R6 R7

教育研修課 Ａ Ｃ Ａ - -

5年 R3 R4 R5 R6 R7

農業企画課 Ａ Ｂ Ｂ - -

12年 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12

農林整備課 - - Ａ - - - - - - -

7年 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9

スマート窓口
推進課

Ｃ Ｃ Ｃ - - - -

3年 R3 R4 R5

河川課 Ａ Ａ Ａ

5年 R3 R4 R5 R6 R7

消防本部
警防課

Ｃ Ａ Ａ - -

4年 R4 R5 R6 R7

図書館 Ａ Ａ - -

5年 R6 R7 R8 R9 R10

広聴広報課 - - - - -

事業・取組内容

さまざまな情報
提供手段を活用
した情報発信

教員のICT活用指
導力の向上

2

8

11
市公式ホーム
ページを活用し
た情報発信

№

4

6

9

5

10

3

1

電子図書館の開
設、利用促進

職員研修の推進

排水ポンプ設置
訓練の実施

情報企画課

　システム内製化は、費用対効果の面などでパッケージソフト等によるシス
テム導入が困難な業務にも対応できることから、本市の様々な業務を対象と
している。
　システム内製化にあたっては、ＢＰＲによる業務プロセスの抜本的な見直
しとデジタル完結を念頭に、全体最適による市民サービスの向上と業務の効
率化の両立を目指して取り組んでいる。

【R4の実績・状況】
システム構築スキルを持つ職員による内製化の取り組みは行われていたが、
全庁的な推進体制は構築されていなかった。

【R5の予算額、取り組み内容】
予算額　0千円
情報企画課にシステム内製化の専任職員を配置し、組織的かつ全庁的な内製
化の取り組みを推進した。

（３）行政サービスの質の向上

システム内製化
の推進

4

町内会における
ＩＣＴ活用の推
進

【R5の実績・状況】
依頼件数：83件
完了件数：46件
削減時間：3,901時間／年

【R6の予算額、取り組み内容】
予算額　0千円
市民サービスの向上と業務の効率化の両立を目指して、各所属との連携を強
化して取り組みを推進する。

状況

計画年度

消防訓練と研修
会の実施

独自研修の実践

森林環境整備事
業の推進

その他事業・取組内容

評　　価

7 マイナンバーカー
ドの普及促進
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担当課その他事業・取組内容

情報企画課

人事課

1

組織機構の見直
し

2

【R5の実績・状況】
・サイクルポート3カ所増設。花見山臨時ポート開設
・自転車20台増台
・シェアサイクル車両への民間広告掲載
・専用ホームページ開設
・利用実績：25,261回

【R6の予算額、取り組み内容】
・予算額：17,671千円
・サイクルポート1カ所増設
・シェアサイクル車両への民間広告掲載

シェアサイクル
導入と利用促進

電動アシスト付き自転車を18箇所70台配置。
貸出・返却・支払いまでスマートフォンにより完結し、24時間・365日利用
可能。

3 交通政策課

【R4の実績・状況】
・サイクルポート3カ所増設。花見山臨時ポート開設
・乗り放題プラン導入（8時間500円）
・現金精算機1回券導入（計1・2・3・5回券）
・既存ポート2カ所に屋根設置
・利用実績：23,386回

【R5の予算額、取り組み内容】
・予算額：28,225千円（当初21,255千円＋繰越7,000千円）
・自転車20台増大
・ポート3カ所程度増設
・シェアサイクル車両への民間広告掲載

【R4の実績・状況】
デジタル化を推進し、市民サービスの向上等を図るための「デジタル改革
室」の新設、さらには、福島駅前交流拠点施設の整備とコンベンション推進
施策を展開するための「コンベンション施設整備課」の新設等により、さま
ざまな行政課題に対する迅速、的確な対応を図った。

【R5の予算額、取り組み内容】
「子育てするなら福島市」のさらなる推進を目指し、こども政策課及びこど
も家庭課内の係を再編した。また、全ての妊産婦、子育て世帯、子どもに対
して包括的な相談支援を行うため「子育て相談センター・えがお」の機能を
拡充し、「こども家庭センター・えがお」に再編した。さらに、消防本部・
福島消防署新庁舎整備事業の推進体制を強化するため、消防本部消防総務課
内に「新消防庁舎整備室」を新設した。

【R4の実績・状況】
〇市民等が市に申請する行政手続き2,978件におけるオンライン化率
　　R5年1月１日時点　19.5％（メール申請を除くと6.9％）

【R5の取り組み内容】
〇地方公共団体が優先的にオンライン化を推進すべき手
続とされた、51手続きのオンライン化を進める。
　現在38手続き74.5％がオンライン化済み。
〇優先的にオンライン化を推進すべき手続きの他につい
ても、オンライン化を推進する。

【R5の実績・状況】
「子育てするなら福島市」のさらなる推進を図るため、こども政策課及びこ
ども家庭課内の係を再編するとともに、全ての妊産婦、子育て世帯、子ども
に対して包括的な相談支援を行うため「子育て相談センター・えがお」の機
能を拡充し、「こども家庭センター・えがお」へ再編、さらには、消防本
部・福島消防署新庁舎整備の推進体制を強化するための「新消防庁舎整備
室」の新設等により、多様な市民ニーズや新たな課題など本市の諸課題の解
決に向けて政策を実行した。

【R6の予算額、取り組み内容】
にぎわい関連事業のさらなる推進に加え、新たなにぎわい創出の企画、調整
機能を強化するため商工業振興課を再編し「にぎわい創出係」を新設して体
制強化を図るとともに、課名を「にぎわい商業課」に変更した。また、ス
マート窓口の推進に加え、マイナンバー関連業務の一元化などにより市民
サービスの向上を図るため「スマート窓口推進課」を新設した。

行政手続きのオ
ンライン化

状況

【R5の実績・状況】
〇市民等が市に申請する行政手続き2,891件におけるオンライン化率
12.0％（メール申請を除く）
〇市全体の年間申請数中のオンライン申請が可能な手続き申請数の割合
51.3％（オンラインカバー率）
〇オンライン申請が可能な手続きの年間申請数中のオンラインにより申請さ
れた年間申請総数の割合　13.1％（オンライン申請率）

【R6の取り組み内容】
〇年間申請数が1,000件以上の手続き（約90手続き）について重点的にオン
ライン化の取組を進める。
〇キャッシュレス決済機能の活用により「オンライン申請率」の向上を目指
す。
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担当課

8
母子保健スマー
ト窓口の推進

こども家庭課

(R4)
デジタル推進課

(R5～)
障がい福祉課
幼稚園・保育課

5
おくやみ窓口の
設置

行政手続案内シ
ステムの導入

市民課

4

【R5の実績・状況】
令和4年度に引き続き、全救急車で運用し、500件の伝送を実施、うち57件が
急性心筋梗塞と診断され、早期治療に繋がった。

【R4の実績・状況】
①障害者手帳で受けられるサービス（R4.11.1開始）444件
②保育施設の入所要件（R4.9.22開始）1236件
③保育施設への入所申込（R4.9.22開始）1401件

【R5の予算額、取り組み内容】
・障がい福祉課予算額　　396千円
・幼稚園・保育課予算額　330千円
上記導入済手続きガイドを引き続き運用する。

6

救急搬送体制の
強化
(12誘導心電図伝
送システムの導
入）

消防本部
救急課

【R4の実績・状況】
当初予算にて3台購入し8月15日から運用開始、さらに12月補正にて7台購入
し、2月20日から運用開始。これにより、市内全ての救急車（予備車を除
く）での運用となりました。(補正予算16,528千円)

【R5の予算額、取り組み内容】
予算額　361千円
伝送に使用するタブレット端末の通信運搬費
前年度に引き続き救急車10台での運用体制の維持

文化振興課
デジタル市史編
さん

7

【R5の実績・状況】
①障害者手帳で受けられるサービス　1,190件
②保育施設の入所要件　1,661件
③保育施設への入所申込　2,088件

【R6の予算額、取り組み内容】
・障がい福祉課予算額　　396千円
・幼稚園・保育課予算額　330千円
上記導入済手続きガイドを引き続き運用する。

【R5の実績・状況】
  予約による受付件数　　1,151件
　　　うちオンライン予約数　　　525件
　おくやみハンドブック作成　　　5,500部
【R6の予算額、取り組み内容】
 予算額　　539千円
　取り組み内容
　おくやみ窓口の運営
　おくやみハンドブック作成　　　　　　5,500部

【R4の実績・状況】
　本格開設後予約による受付件数　920件
　　　　　うちオンライン予約数　230件
          (R4.8.3～オンライン予約受付開始)
　おくやみハンドブック作成　　　5,000部

【R5の予算額、取り組み内容】
　予算額　　549千円
　取り組み内容
　おくやみ窓口の運営
　おくやみハンドブック作成　　　　　　5,000部

おくやみ窓口を設置し、親族が死亡し間もない遺族に寄り添い、待たない、
書かない、動かさないワンストップ窓口の運用を目指す。
令和４年５月より本格開設
　　　　６月おくやみハンドブック発行

【R5の実績・状況】
 システム運用を開始し、歴史資料等の電子ファイル化、ホームページ公開
を開始しました。引き続き、令和６年度以降も、電子ファイル化を進め、準
備の整ったものから順次ホームぺージによる公開を実施します。

【R6の予算額、取り組み内容】
予算額　4,276千円
「福島市子育てアプリえがお」の機能を拡充し、アプリからの妊娠届出、母
子健康手帳交付面談及び1歳6か月・3歳児健診の予約、妊娠8か月時アンケー
トのアプリから提出を可能とする。

貴重な写真や歴史資料等を電子ファイル化するとともに、保存した資料の
ホームページ上での公開を進めます。

【R4の実績・状況】
  システム構築終了

【R5の予算額、取り組み内容】
　予算額　977千円
　歴史資料等の電子ファイル化、ホームページ公開開始

その他事業・取組内容 状況
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事業数 7 その他事業・取組内容 1

推進期間

担当課

5年 R3 R4 R5 R6 R7

地域共創課 Ａ Ａ Ａ - -

3年 R3 R4 R5

男女共同参画
センター

Ａ Ａ Ａ

1地区2年 R3 R4 R5 R6 R7

危機管理室 Ｄ Ｃ Ａ - -

5年 R3 R4 R5 R6 R7

文化振興課 Ａ Ｂ Ａ - -

5年 R4 R5 R6 R7 R8

地域共創課 Ｄ Ｂ - - -

3年 R5 R6 R7

デジタル推進課 Ａ - -

5年 R6 R7 R8 R9 R10

政策調整課 - - - - -

担当課

ふくしま公民連携
窓口を通じた公民
連携の推進

4

3

5

6

市民共創で高齢
者にもやさしい
デジタル化の推
進

福島市写真美術
館の再開館及び
利用促進

ふくしま共創の
まちづくり計画
の推進

事業・取組内容

【R5の実績・状況】
若者が市事業や地域活動に気軽に参加できる仕組み「こくりナビ」を活用し
て、共創の一翼を担う若者のまちづくりへの参加を促進した。

【R6の取り組み内容】
「こくりナビ」の登録者数を増やしながら、若者が活躍できる場（選択肢）
を拡充し、市域や大学の枠を越えた交流拡大へ繋げていく。

地区防災計画の
策定支援

1

2

その他事業・取組内容

7

1
共創のまちづく
り推進事業

地域共創課

№

【R4の実績・状況】
大学生と地域の事業を結ぶ「地域×学生マッチング事業」や多様な主体によ
りまちづくり事業に取り組む「まちなか活性化実践事業」を実施し、異なる
視点や価値観をもつ多様な主体で取り組む共創のまちづくりを推進した。

【R5の取り組み内容】
市民等の各主体との「共創のまちづくり」を念頭に各施策を進めていくとと
もに、地域におけるまちづくりの活性化に向けた支援を行っていく。

（４）共創の推進

健康づくりで競
争（共創）チャ
レンジ事業の推
進

評　　価

女性のための起
業チャレンジ講
座の開催

計画年度

状況

「共創のまちづくり推進指針」の考え方を広く普及し、地域としての新たな
魅力や価値を創り上げる共創のまちづくりを推進する。
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■個別シート

基 本 方 針

担 当

取 組
内 容

推 進 期 間

年 度 基準年度Ｒ１ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７

各年度評価 - Ａ Ａ Ａ - -

1,300,000千円 1,400,000千円

（修正後） 1,500,000千円 1,600,000千円

実 績 値 145,645千円 1,252,665千円 1,187,121千円 1,469,545千円 - -

達 成 率 - 129.6% 109.1% 125.6% - -

予 算 36,500千円 432,286千円 674,938千円 680,101千円 695,390千円 -

年度ごとの
取 組

応援型ふるさと納
税の推進、返礼品
の充実強化

応援型ふるさと納
税の推進、返礼品
の充実強化

応援型ふるさと納
税の推進、返礼品
の充実強化

応援型ふるさと納
税の推進、返礼品
の充実強化

寄附者ニーズに即
した返礼品開発
現地決済型ふるさ
と納税の導入
リピーター獲得に
向けた施策

-

結 果 145,645千円 1,252,665千円 1,187,121千円 1,469,545千円 - -

成果や課題

地場産品基準を
踏まえた魅力あ
る返礼品の更な
る開発や事業者
の育成を始め、
ふるさと納税制
度を活用した全
庁的な取り組み
により、施策に
対する理解・共
感を集め、寄附
額の増加に繋げ
るような仕組み
作りが課題であ
る。

地場産品基準を
踏まえた魅力あ
る返礼品の開発
や事業者の育成
を通じ目標値を
上回る結果と
なった。
ふるさと納税制
度を活用した全
庁的な取り組み
により、施策に
対する理解・共
感を集め、寄附
額の増加に繋げ
るような仕組み
作りが課題であ
る。

地場産品基準を踏
まえた魅力ある返
礼品の開発や事業
者の育成を通じ、
目標値を上回る結
果となった。
ふるさと納税制度
を活用した全庁的
な取り組みによ
り、施策に対する
理解・共感を集
め、寄附額の増加
及びリピーターの
獲得に繋げるよう
な仕組み作りが課
題である。

寄附者ニーズに合
わせた返礼品開発
やマーケティング
分析ツールを活用
した効果的な広告
配信等を実施した
ことで、新規寄附
者の獲得に繋が
り、過去最高の寄
附額を達成した。
リピーター獲得や
ふるさと納税を
きっかけとした福
島ファンの拡大が
課題である。

- -

目 標 値 ふるさと納税額

1,200,000千円1,100,000千円1,000,000千円-

政策調整部　政策調整課

（１）財政マネジメントの強化　１

高める要素
新たな施策への挑戦と発信による都市ブランド力の向上

ふるさと納税の促進

福島市ファンを拡大する応援型ふるさと納税を推進するとともに、問題解決型、体験型の返礼
品を開発するなど、ふるさと納税の促進に取り組む。

５年

145,645千円

1,252,665千円 1,187,121千円

1,469,545千円

千円

200,000千円

400,000千円

600,000千円

800,000千円

1,000,000千円

1,200,000千円

1,400,000千円

1,600,000千円

1,800,000千円

Ｒ１ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７

実績値

目標値

修正後の目標

値

ふるさと納税額
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基 本 方 針

担 当

取 組
内 容

推 進 期 間

年 度 基準年度Ｈ２８ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８

各年度評価 - Ｄ Ｄ Ｄ - - -

- 956,600㎡ 940,400㎡ 924,200㎡ 908,000㎡ 891,800㎡ 875,500㎡

実 績 値 972,820㎡ 975,926㎡ 976,468㎡ 973,015㎡

達 成 率 - -19.1% -11.3% -0.4% - - -

予 算 - - - - - - -

年度ごとの
取 組

公共施設等総合
管理計画の策定

総合管理計画及
び個別計画の推
進・進捗管理

総合管理計画及
び個別計画の推
進・進捗管理

総合管理計画及
び個別計画の推
進・進捗管理

総合管理計画及
び個別計画の推
進・進捗管理

総合管理計画及
び個別計画の推
進・進捗管理

総合管理計画及
び個別計画の推
進・進捗管理

結 果

平成29年2月に
「福島市公共施
設等総合管理計
画」を策定。

廃止施設の除却、
遊休施設の処分等
により、施設総量
の縮減を図った。
一方、計画策定時
点で未完成だが事
業着手済みの施設
が、策定後に完成
した影響等による
増加もあった。

施設所管課に対
し、個別計画進捗
状況調査及び調査
結果に基づくヒア
リングを実施し
た。また「PMガイ
ドライン」を策定
し、施設整備をマ
ネジメントする仕
組みを構築した。

廃止施設の除却、
遊休施設の処分等
により、施設総量
の縮減を図った。
また、昨年度策定
した「PMガイドラ
イン」に基づき、
施設整備事業のマ
ネジメントを行っ
た。

- - -

成果や課題

総合管理計画の
基本的な方針や
考え方を踏ま
え、令和2年5月
までに具体的な
行動計画である
個別計画（全23
分類）を策定。

施設マネジメン
トの推進や遊休
施設の処分によ
り、施設総量の
縮減を図る。

施設マネジメン
トの推進や遊休
施設の処分によ
り、施設総量の
縮減を図る。

施設マネジメン
トの推進や遊休
施設の処分によ
り、施設総量の
縮減を図る。

- - -

可能であるなら、ここに下の表よりグラフを作成願います。

（１）財政マネジメントの強化　２

公共施設等総合管理計画の基本方針の一つである「施設総量の縮減」を踏まえ、令和8年度まで
に延床面積ベースで10％程度縮減する。

保有する公共施設の量の適正化によるライフサイクルコストの縮減

目 標 値

財務部　財産マネジメント推進課

公共施設等総合管理計画の推進

６年

公共施設の延べ床面積の10％減

高める要素

972,820㎡ 975,926㎡ 976,468㎡ 973,015㎡

700,000㎡

750,000㎡

800,000㎡

850,000㎡

900,000㎡

950,000㎡

1,000,000㎡

Ｈ２８ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８

公共施設の延床面積の推移

実績値

目標値
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基 本 方 針

担 当

取 組
内 容

推 進 期 間

年 度 基準年度Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７

各年度評価 - - Ａ Ａ - -

- 6施設 7施設 8施設 9施設 10施設

実 績 値 6施設 6施設 9施設 8施設 - -

達 成 率 - - 300.0% 100.0% - -

予 算 - - - - - -

年度ごとの
取 組

企業ニーズの把握
と新規導入施設の
検討

企業ニーズの把握
と新規導入施設の
検討

企業ニーズの把握
と新規導入施設の
検討

企業ニーズの把握
と新規導入施設の
検討

企業ニーズの把握
と新規導入施設の
検討

企業ニーズの把握
と新規導入施設の
検討

結 果

【令和3年4月1日時
点における導入施
設】
①ふくしま児童公
園 SFCももりん
パーク
②NCVふくしまパー
クゴルフ場
③NCVふくしまア
リーナ
④ふくしん夢の音
楽堂
⑤福島トヨタクラ
ウンアリーナ
⑥キョウワグルー
プ・テルサホール

【令和4年4月1日時
点における導入施
設】
①ふくしま児童公
園 SFCももりん
パーク
②NCVふくしまパー
クゴルフ場
③NCVふくしまア
リーナ
④ふくしん夢の音
楽堂
⑤福島トヨタクラ
ウンアリーナ
⑥キョウワグルー
プ・テルサホール

【令和5年4月1日時
点における導入施
設】
左記①～⑥の6施設
に加え、
⑦ＥＢＭ航空公園
⑧インテックテニ
スガーデン
⑨誠電社ＷＩＮＤ
Ｙスタジアム

・今年度中に契約
期間満了を迎える3
施設の契約を更新
した。
・パートナー企業
のメリットとして
「ネーミングライ
ツ・パートナーＰ
Ｒ展示スペース」
の設置ができるこ
ととした。

- -

成果や課題

6施設におけるネー
ミングライツ料の
合計は、年間1,716
万円

・6施設におけるネー
ミングライツ料の合計
は、年間1,716万円
・令和3年度末で期間
満了を迎える1施設の
契約更新を行った。
・他市の事例や取り組
みを調査し、情報を収
集した。

・9施設におけるネー
ミングライツ料の合計
は、年間2,101万円
・今年度中に契約期間
満了を迎える施設が3
つあるため、契約更新
に向けてネーミングラ
イツ・パートナーと協
議していく。

R6年度中に契約期
間満了を迎える2施
設のうち1施設は契
約更新済み。残り1
施設の契約更新に
向けてパートナー
企業と協議を進め
る。

- -

可能であるなら、ここに下の表よりグラフを作成願います。

ネーミングライツ導入施設を、令和2年度の6施設から令和7年度までに10施設に拡大する。

目 標 値
※ 次 年 度
4月1日時点
での施設数

次年度4月1日時点、ネーミングライツ導入施設数

財務部　財産マネジメント推進課

（１）財政マネジメントの強化　３

ネーミングライツ料収入の増加による自主財源の確保

ネーミングライツの拡大

５年

高める要素

6施設 6施設

9施設

8施設

0施設

5施設

10施設

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７

ネーミングライツ導入施設数

実績値

目標値
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基 本 方 針

担 当

取 組
内 容

推 進 期 間

年 度
基準年度

５年(H28～R2)
平均

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７

各年度評価 - Ａ Ａ Ａ - -

89,400千円 100,000千円 200,000千円 300,000千円 400,000千円 500,000千円

実 績 値 89,400千円 279,697千円 297,228千円 528,595千円 - -

達 成 率 - 279.7% 148.6% 176.2% - -

予 算 - - - - - -

年度ごとの
取 組

未利用財産の積極
的な処分

未利用財産の積極
的な売却を検討。
入札等の実施の際
は広報・周知に努
める。

未利用財産の積極
的な売却を検討。
入札等の実施の際
は広報・周知に努
める。

未利用財産の積極
的な売却を検討。
入札等の実施の際
は広報・周知に努
める。

未利用財産の積極
的な売却を検討。
入札等の実施の際
は広報・周知に努
める。

未利用財産の積極
的な売却を検討。
入札等の実施の際
は広報・周知に努
める。

結 果

一般競争入札等に
より、未利用財産
の積極的な処分に
努め、5年間の売却
額累計は約4億
4,700万円となっ
た。

一般競争入札等の
ほか、遊休施設の
利活用事業者公募
により、未利用財
産の積極的な処分
に努め、売却額は2
億7,900万円余と
なった。

一般競争入札等に
より、未利用財産
の積極的な処分に
努め、売却額累計
は2億9,700万円余
となった。

一般競争入札等に
より、未利用財産
の積極的な処分に
努め、売却額累計
は5億2千万円余と
なった。

- -

成果や課題

統合・複合化・廃
止となった施設の
跡地等について、
その資産価値や公
共性・将来の有用
性など踏まえ、売
却できるものにつ
いては積極的に処
分する。

統合・複合化・廃
止となった施設の
跡地等について、
その資産価値や公
共性・将来の有用
性など踏まえ、売
却できるものにつ
いては積極的に処
分する。

統合・複合化・廃止
となった施設の跡地
等について、その資
産価値や公共性・将
来の有用性など踏ま
え、売却できるもの
については積極的に
処分する。R4は、処
分価格決定のための
測量・不動産鑑定等
を実施した。

R5は、一般競争入
札4件、提案型民間
活力導入制度に基
づく売却1件、その
他26件、計31件
231,367千円売却し
た。
引き続き、未利用
財産の積極的な処
分を進めていく。

- -

５年

目 標 値
公有財産売却額累計

財務部　財産マネジメント推進課

（１）財政マネジメントの強化　４

高める要素
未利用財産の処分による自主財源の確保

未利用財産の積極的な処分

自主財源の確保を図り、健全な財政運営に寄与するため、用途廃止した施設の跡地や法定外公
共物などの未利用財産について、積極的に売却を進める。

89,400千円

279,697千円 297,228千円

528,595千円

0千円

100,000千円

200,000千円

300,000千円

400,000千円

500,000千円

600,000千円

5年(H28～R2)

平均

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７

実績値

目標値

公有財産売却額累計
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基 本 方 針

担 当

取 組
内 容

推 進 期 間

年 度 基準年度Ｈ２９ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７

各年度評価 - Ｂ Ｂ Ｂ - -

8,853百万円 6,229百万円 5,674百万円 5,269百万円 4,864百万円 4,487百万円

実 績 値 8,853百万円 6,530百万円 5,975百万円 5,570百万円 - -

達 成 率 - 88.5% 90.5% 91.6% - -

予 算 - - - - - -

年度ごとの
取 組

①事業化困難用地
の利活用方針検討
②用地の買戻し及
び民間売却の推進
③借入金利子補給
及び損失補填
など

①事業化困難用地
の利活用方針検討
②用地の買戻し及
び民間売却の推進
③借入金利子補給
及び損失補填
など

①事業化困難用地
の利活用方針検討
②用地の買戻し及
び民間売却の推進
③借入金利子補給
及び損失補填
など

①事業化困難用地
の利活用方針検討
②用地の買戻し及
び民間売却の推進
③借入金利子補給
及び損失補填
など

①事業化困難用地
の利活用方針検討
②用地の買戻し及
び民間売却の推進
③借入金利子補給
及び損失補填
など

①事業化困難用地
の利活用方針検討
②用地の買戻し及
び民間売却の推進
③借入金利子補給
及び損失補填
など

結 果

平成30年度に策定
した第3期経営健全
化計画に基づき買
戻し等を進めた。

平成30年度に策定
した第3期経営健全
化計画に基づき買
戻し等を進めた
が、一部の用地に
ついては、民間売
却を図るために買
戻しを控えた。

平成30年度に策定
した第3期経営健全
化計画に基づき買
戻しを進めた。

平成30年度に策定
した第3期経営健全
化計画に基づき買
戻しを進めた。

- -

成果や課題

市による買戻しや
公社から民間への
売却等により、平
成30年度から令和2
年度末までに1,367
百万円の簿価を縮
減した。

市による買戻しや
公社から民間への
売却等により、平
成30年度から令和3
年度末までに2,323
百万円の簿価を縮
減した。

市による買戻しに
より、令和4年度は
555百万円の簿価を
縮減した。
令和2年度に買戻し
を控えた一部の用
地については、引
き続き民間売却を
目指す。

市による買戻しに
より、令和5年度は
405百万円簿価を縮
減した。

- -

５年

目 標 値
公社保有地年度末簿価

財務部　財産マネジメント推進課

（１）財政マネジメントの強化　５

高める要素
土地開発公社保有地の簿価縮減

福島地方土地開発公社（福島市事務所）の経営健全化

福島地方土地開発公社（福島市事務所）の経営健全化を図るため、「第三期公社経営健全化計
画」に基づき、事業化困難な土地の利活用検討と利用用途に応じた買戻しや民間売却を行い、
簿価の縮減に努める。

8,853百万円

6,530百万円
5,975百万円

5,570百万円

百万円

5,000百万円

10,000百万円

Ｈ３０ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７

実績値

目標値

公社保有地年度末簿価
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基 本 方 針

担 当

取 組
内 容

推 進 期 間

年 度 基準年度Ｒ１ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７

各年度評価 - Ａ Ａ Ａ - -

- 58.9% 64.2% 69.4% 74.7% 80.0%

実 績 値 48.2% 61.4% 67.9% 74.7% - -

達 成 率 - 123.4% 123.1% 125.0% - -

予 算 37,893千円 40,256千円 40,876千円 53,300千円 58,500千円 -

年度ごとの
取 組

蛍光灯修繕及び新
設時、LED灯に年間
1,000灯切り替え
る。
R元年度末
蛍光灯:9,836灯
LED灯:9,144灯

蛍光灯修繕及び新
設時、LED灯に年間
1,000灯切り替え
る。
R3年度末
蛍光灯:7,436灯
LED灯：11,820灯

蛍光灯修繕及び新
設時、LED灯に年間
1,200灯切り替え
る。
R4年度末
蛍光灯:6,202灯
LED灯：13,141灯

蛍光灯修繕及び新
設時、LED灯に年間
1,300灯切り替え
る。
R5年度末
蛍光灯:4,915灯
LED灯:14,514灯

蛍光灯修繕及び新
設時、LED灯に年間
1,300灯切り替え
る。
R6年度末
蛍光灯:3,615灯

蛍光灯修繕及び新
設時、LED灯に年間
1,300灯切り替え
る。
R7年度末
蛍光灯:2,315灯

結 果

令和元年度におい
て969灯の蛍光灯を
LED灯へ切り替えを
行った。
（消費電力約
60,000kWh削減）

令和3年度において
1,240灯の蛍光灯を
LED灯へ切り替えを
行った。
（消費電力約
70,000kWh削減）

令和4年度において
1,233灯の蛍光灯を
LED灯へ切り替えを
行った。
（消費電力約
70,000kWh削減）

令和5年度において
1,287灯の蛍光灯を
LED灯へ切り替えを
行った。
（消費電力約
70,000kWh削減）

- -

成果や課題

蛍光灯具の破損によ
りLED灯具への交換
を実施しているた
め、灯具の破損や損
傷が軽微であれば交
換を行わないとして
いる。交換を実施直
後に再度連絡が入り
照明が暗いなどのご
意見もあった。今
後、切替基準に灯具
カバーの汚損につい
ても盛り込む必要が
ある。

市民通報システム
の導入で、街路灯
修繕に関する通報
件数が例年より増
加し、目標値以上
にLED灯具への交換
が進捗している。
ただし、コロナ禍
の長期化により、
LED資材の調達が難
しくなっており、
今後の進捗に影響
を及ぼしかねない
状況である。

市民通報システム
による街路灯修繕
に関する通報件数
が多数あり、LED灯
具への交換につい
ては計画通り進捗
している。ただ
し、今般の物価高
騰による価格の上
昇など、今後の進
捗に影響を及ぼし
かねない状況であ
る。

半導体不足の影響
により、LED灯に交
換する費用が高く
なり、目標の1,300
灯まで切り替え灯
数が足りず目標達
成が出来なかっ
た。今後予算要求
の際はLED灯の費用
が高騰することを
加味し予算要求す
る必要がある。

- -

５年

目 標 値
市道の街路灯のＬＥＤ灯の割合を令和7年度80％を目標とする。

建設部　道路保全課

（１）財政マネジメントの強化　６

高める要素
街路灯のLED化の推進

街路灯LED化推進事業

市道の街路灯を既存の蛍光灯からLED灯への移行を推進することで、福島市復興計画に基づく
原子力に依存しない社会づくりに貢献するため省エネルギー化を推進するとともに、消費電力
の低減により光熱費を削減し、財源を確保する。市道の街路灯におけるＬＥＤ灯の割合を指標
とし、令和7年度80％を目標とする。

48.2%

61.4%
67.9%

74.7%

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

基準年度R1 R3 R4 R5 R6 R7

ＬＥＤ街路灯設置率

実績値

目標値
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基 本 方 針

担 当

取 組
内 容

推 進 期 間

年 度 基準年度 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８

各年度評価 新規 - Ａ Ａ - - -

給食センターに移行する単独校の施設改修率

60.0% 100.0% - -

（修正後） 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

実 績 値 0.0% 0.0% 30.0% 40.0% - - -

達 成 率 - - 100.0% 100.0% - - -

予 算 - - 1,800千円 8,000千円 78,480千円 - -

年度ごとの
取 組

-

小中学校の改築
計画とも関連さ
せながら、搬入
口等の施設改修
について検討
し、新センター
開設までに施設
改修を行う。

配膳室整備箇
所、スケジュー
ルについて、学
校と協議を行
い、アスベスト
調査を行う。

配膳施設整備箇
所の改修設計を
行う。

令和５年度に改
修設計が終了し
ている６校の配
膳室、搬入口の
工事及び８校の
改修設計を行
う。

- -

結 果 -

搬入口整備にか
かる事前準備業
務の検討を行っ
た。

配膳室整備につ
いて、学校と協
議を行い、アス
ベスト調査を
行った。

配膳室、搬入口
整備について、
小学校６校の改
修設計を行っ
た。

- - -

成果や課題 -

学校の改築、改
修スケジュール
に合わせながら
配膳室の整備を
行う。

配膳室整備箇所
や、新センター
の開設時期の1
年繰り延べを踏
まえ、改修スケ
ジュールを見直
した。

学校現場の意
見・要望を取り
入れながら改修
設計を進めた。

- - -

可能であるなら、ここに下の表よりグラフを作成願います。

（１）財政マネジメントの強化　７

安全安心な学校給食の提供

単独給食実施校の新センターへの円滑な移行

学校給食長期計画に基づき、老朽化した西部・北部学校給食センターを統合し、新たな場所に
新しい給食センターを整備する。（令和８年度開設予定）
あわせて、単独給食実施校の一部(14校)を給食センターに移行する予定となっているが、セン
ターからの給食受け入れ体制の整備を行う。施設の老朽化及び調理職員の減員に対応し、効率
的な管理運営を目指す。

４年　⇒　　６年

-

高める要素

0.0%

目標値

30.0%

教育委員会　教育施設管理課

0.0%

30.0%

40.0%

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８

給食センターに移行する単独校の施設改修率

実績値

目標値

修正後の目標値
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基 本 方 針

担 当

取 組
内 容

推 進 期 間

年 度 基準年度Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７

各年度評価 - Ａ Ａ Ｂ - -

- 16,000千円 37,000千円 58,000千円 79,000千円 100,000千円

実 績 値 - 16,994千円 37,691千円 53,373千円 - -

達 成 率 - 106.2% 101.9% 92.0% - -

予 算 - 24,410千円 22,000千円 22,000千円 22,000千円 22,000千円

年度ごとの
取 組

・水道施設情報管
理システム構築

・図面修正業務委託
の廃止
・システム導入によ
る委託設計の縮減

・管網解析システム
の廃止
・システム導入によ
る委託設計の縮減

・管網解析システム
の廃止
・システム導入によ
る委託設計の縮減

・システム導入によ
る委託設計の縮減

・システム導入によ
る委託設計の縮減

結 果

水道施設情報管理
システム完成

図面修正業務委託
費、委託設計費の
縮減が図られ,目標
が達成出来た。

管網解析システム
の廃止は次年度に
持ち越しとなった
が、図面修正業務
委託費、委託設計
費の縮減が図られ
た。

持ち越しとなって
いた管網解析シス
テムを廃止し縮減
が図られた。
一部システム改良
が必要となり費用
が発生した。

- -

成果や課題

新たなシステムの
完成により経費の
縮減が見込まれる
ほか、有効活用の
更なる検討が必要
と考える。

システム導入によ
る経費縮減のほ
か、図面閲覧や設
計業務の効率化が
図られた。
また、図面閲覧可
能なタブレットの
現場活用により、
現場から現場への
移動が短縮され、
業務効率が格段に
向上した。
課題については、
システム活用によ
る更なる業務効率
化の検討が必要。

システム運用によ
り、昨年度に引き
続き経費縮減や図
面閲覧、設計業
務、維持管理業務
の効率化が図られ
た。
課題については、
システム活用によ
る更なる業務効率
化の検討が必要。

システム運用によ
り、昨年度に引き
続き経費縮減や図
面閲覧、設計業
務、維持管理業務
の効率化が図られ
た。更なるシステ
ム活用に向け、運
用委員会と担当者
会議を設置した。
課題については、
システム活用によ
る更なる業務効率
化の検討が必要。

- -

可能であるなら、ここに下の表よりグラフを作成願います。

（１）財政マネジメントの強化　８

持続可能な水道経営の推進
高める要素

水道施設情報管理システム活用による経費縮減

目 標 値
経費縮減額累計

水道施設情報管理システムは、給水台帳等の膨大な情報の一元化を図るシステムであり、本シ
ステムの導入により、業務委託等の各課の従来業務を見直すことで、経費の縮減を図る。

５年

水道局　経営企画課

16,994千円

37,691千円

53,373千円

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

120.0%

Ｒ1 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７

経費縮減額累計

単年度縮減額目標値 単年度縮減額実績値 目標達成率 実績達成率

千円
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基 本 方 針

担 当

取 組
内 容

推 進 期 間

年 度 基準年度 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７

各年度評価 新規 - Ａ Ａ - -

0.0% 0.0% 50.0% 80.0% 85.0% 90.0%

実 績 値 0.0% 0.0% 80.0% 93.0% - -

達 成 率 - - 160.0% 116.3% - -

予 算 - 48,800千円 24,144千円 24,144千円 24,245千円 -

年度ごとの
取 組

-

・システム構築
・操作研修の実施
・庁内ワーキング
グループによる運
用検討

説明会等の開催や
グループウェアを
活用した電子決裁
及び文書データ化
の啓発

説明会等の開催や
グループウェアを
活用した電子決裁
及び文書データ化
の啓発

説明会等の開催や
グループウェアを
活用した電子決裁
及び文書データ化
の啓発

説明会等の開催や
グループウェアを
活用した電子決裁
及び文書データ化
の啓発

結 果 -

・システム構築
・操作研修を２月
に実施、職員に操
作方法を啓発。
・各部局庶務担当
によるワーキング
を４回開催し運用
検討を行った。

新規採用職員研修及
び文書取扱責任者説
明会においてシステ
ム運用の説明を行っ
たほか、グループ
ウェアを活用しシス
テムの利用啓発を
行った。

運用開始２年目と
なり、システムの
活用が浸透してき
た。
ＦＡＱの周知やグ
ループウェア上の
マニュアル掲載に
より、運用の問い
合わせも減少して
いる。

- -

成果や課題 -

庁内ワーキンググ
ループを組織する
ことにより、シス
テム利用の意識啓
発を図ることがで
きた。令和４年度
は運用開始初年度
に当たることか
ら、システム運用
について改善を図
りながら、電子決
裁率及び文書の
データ化の促進に
向けた意識啓発を
進めていく。

運用開始当初はシ
ステム操作上の基
本的な問い合わせ
が多かったが、Ｑ
＆Ａの蓄積の効果
もあり現状は落ち
着いている。電子
決裁の利用は職員
おのおのがシステ
ムを利用しないと
効果が十分発揮さ
れないため、電子
決裁の利用促進に
向けた意識改革を
さらに進めていく
必要がある。

電子決裁率におい
ては目標値を達成
することができ
た。
なお、システム稼
働後の初めての年
度更新ということ
もあり、４～５月
において、人事異
動や機構改革によ
る組織変更に関す
る問い合わせが
多々寄せられた。
年度当初の事務に
おけるＦＡＱの充
実の必要がある。

- -

システム構築１年、以降運用

目 標 値
文書管理システムによる起案の電子決裁率90％（令和7年度末時点）

総務部　総務課

（２）業務効率化の推進　１

高める要素
行政事務のデジタル化（文書管理システムの導入）

文書管理システムを活用した業務効率化及びペーパーレス化の推進

①文書管理システムの構築
②運用後は、起案書の電子決裁や文書のデータ化による文書のデータ保存管理の推進

80.0%

93.0%

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７

実績値

目標値

文書管理システムによる起案の電子決裁率
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基 本 方 針

担 当

取 組
内 容

推 進 期 間

年 度 基準年度Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ１０

各年度評価 - - - - - -

2,189名 2,219名 2,221名 2,228名 2,225名 2,230名

実 績 値 2,189名 - - - - -

達 成 率 - - - - - -

予 算 - - - - - -

年度ごとの
取 組

組織全体の事務事業
の見直し等により、
職員数及び配置の適
正化を図る。

組織全体の事務事業
の見直し等により、
職員数及び配置の適
正化を図る。
（目標30名増員：職
員数2,219名）

- - - -

結 果

組織全体の事務事業
の見直し等により、
目標値どおりの職員
数とし、職員数及び
配置を適正化した。

- - - - -

成果や課題

適正な職員数及び配
置を実現することが
できた。
引き続き、令和５年
度に策定した第６次
定員適正化計画に基
づき、職員の定年引
上げや、多様化する
行政需要に対応しな
がら、定員の適正化
を図っていく。

- - - - -

（２）業務効率化の推進　２

総務部 人事課

高める要素
定員管理の適正化

行財政経営ガイドラインの基本理念である、効率的で質の高い、持続可能な行財政経営を進め、多様化
する市民ニーズへの対応や厳しい財政環境などに的確に対処していくため、第６次定員適正化計画に基
づき執行内容の様々な要素において効率性の向上を図り、効果的な行財政経営を一層推進する。

６年（令和５年度～令和１０年度）

目 標 値
職員数

2,189人

2,150人

2,160人

2,170人

2,180人

2,190人

2,200人

2,210人

2,220人

2,230人

2,240人

2,250人

Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ１０

実績値 目標値

職員数
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基 本 方 針

担 当

取 組
内 容

推 進 期 間

年 度 基準年度 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８

各年度評価 新規 - Ｄ - - -

- 0.0% 44.0% 90.0% - -

実 績 値 0.0% 0.0% 16.9% - - -

達 成 率 - - 38.4% - - -

予 算 千円 56,589千円 5,847千円 8,705千円 - -

年度ごとの
取 組

-

・システムの構築
操作研修会の実施
・入札参加業者向
け説明会の実施
・設計図書の電子
化について庁内説
明

・4月から6月まで
模擬入札の実施
・7月以降に電子入
札の実施（工事請
負・コンサルタン
ト業務）

・電子入札の実施
（工事請負・コン
サルタント業務）
・未導入の業務委
託・物品調達の電
子入札導入の前倒
し実施

・電子入札の実施
（工事請負・コン
サルタント業務）
・物品調達での電
子入札対象案件の
拡大検討

・電子入札の実施
（工事請負・コン
サルタント業務）
・物品調達での電
子入札試行

結 果 -

・システム構築業務
完了
・入札執行担当職員
操作研修会の実施
・入札参加業者向け
説明資料を市ホーム
ページで公表
・入札参加業者向け
利用者登録の実施

・当初の対象を制限付
き一般競争入札とし、
7月から電子入導入、
令和6年1月に指名競争
入札へ拡大し、電子入
札の先行実施とした工
事請負・コンサルタン
ト業務の電子入札導入
完了した。
・工事・コンサルタン
ト業務入札件数426件
電子入札実施件数72件

- - -

成果や課題 -

・入札参加事業者
の協力により動作
検証を実施、シス
テムが想定通り機
能していることを
確認した。
・効率的な入札執
行に向け、開札ま
での業務手順を決
定する必要があ
る。

・設計図書の閲覧がシ
ステムからのダウン
ロードとなり、ペー
パーレス化が図られ
た。
・参加手続き及び入札
がシステムで可能とな
り、参加業者の時間的
拘束が軽減され、窓口
混雑緩和された。
・業者の電子入札対応
状況を踏まえ、段階に
拡大したため、目標値
を下回ったが、先行実
施とした工事請負・コ
ンサルタント業務の電
子入札導入を完了する
ことができた。

- - -

５年

目 標 値
工事請負・コンサルタント業務の電子入札システムによる入札執行率
（%）

物品調達等の電子入札の導入検討
および試行

（２）業務効率化の推進　３　

財務部　契約検査課

高める要素
契約事務のデジタル化（電子入札システムの導入）

入札業務のペーパーレス化、及び電子処理による業務効率化の推進

①電子入札システムの構築
②構築後は電子入札の推進
③工事請負・コンサルタント業務の電子入札先行実施、物品調達等の導入検討及び試行

16.9%

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８

実績値

目標値

工事請負・コンサルタント業務の電子入札システムによる入札執行率（%）
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基 本 方 針

担 当

取 組
内 容

推 進 期 間

年 度 基準年度Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９

各年度評価 - Ａ - - - -

- 100件 120件 - - -

実 績 値 45件 123件 - - - -

達 成 率 - 141.8% - - - -

予 算 5,000千円 5,000千円 5,000千円 - - -

年度ごとの
取 組

・ＢＰＲ研修の実
施
係員向け体験型研
修を実施。
・個別業務のＢＰ
Ｒ支援の実施（２
課２業務）

・ＢＰＲ研修の実施
①係長向け実践型研修
②所属長向け研修
・業務改革にかかるDX
推進ワーキンググルー
プによる業務の見直し
・コストを意識した業
務改善の取り組みの推
進

・ＢＰＲ研修の実施
①課長補佐・係長向
け実践型研修
②個別事業における
実践研修（若手職員
向け）
・コストを意識した
業務改善の取り組み
の推進

- - -

結 果

・ＢＰＲ研修は各部に
おける実務に精通した
係員職を対象に41名が
受講し、業務改善に係
るＢＰＲ手法を学ん
だ。
・こども政策課及び幼
稚園保育課の２業務を
選定し、外部の民間事
業者による改善施策検
討を行った。

・BPR研修を実施
①所属長１０５名
②課長補佐･係長職８３名
③DXワーキンググループ
全３回延べ８０名
・グループウェアにてコ
スト意識、業務改善事例
を３５回発信し、改革マ
インドの向上に努めた。
・１２６所属に対して
「ＢＰＲによる改善・見
直しに取り組む業務」の
報告を求め、各所属の改
善を促した。集約後、取
り組み結果を庁内で共有
した。

- - - -

成果や課題

ＢＰＲ研修を通じて、
既存の業務プロセスを
見直し、課題を洗い出
し、解決策を導き出す
業務改善スキルの向上
が図られた。
デジタル化を活用した
業務改善・効率化など
関係課と連携しなが
ら、全庁的な業務改善
意識の醸成を推進して
いく必要がある。

・BPR研修を実施
し、管理職を中心
に庁内全体の業務
改善意識が底上げ
された。
・部署によって改
善意識に差がある
ため、改善事例の
共有等引き続き周
知を図る必要があ
る。

- - - -

３年

目 標 値
各所属における事務の簡素化・効率化・改善の取り組み件数（件数）※市職員ひとり１改善・改革運動提出件数

（２）業務効率化の推進　４

総務部　総務課

高める要素
徹底したコスト意識と業務改革（ＢＰＲ）の取り組み

職員の業務改善意識の醸成と事務効率化による事務負担の軽減を図る。

ＢＰＲ（ビジネス・プロセス・リエンジニアリング）の推進による業務改善意識の向上
・ＢＰＲ研修の実施による人材育成と意識の醸成

45件

123件

件

20件

40件

60件

80件

100件

120件

140件

Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９

実績値

目標値

各所属における事務の簡素化・効率化・改善の取り組み件数
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基 本 方 針

担 当

取 組
内 容

推 進 期 間

年 度 基準年度（Ｒ４） Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９

各年度評価 - Ａ - - - -

- 2業務 2業務 20業務 - -

実 績 値 0業務 2業務 - - - -

達 成 率 - 100.0% - - - -

予 算 - 31,460千円 380,000千円 - - -

年度ごとの
取 組

-

・庁内推進体制の
立上げ
・移行計画作成
・標準準拠システ
ムの導入（２業
務）

・システム移行準
備（運用方法の検
討、機能確認等）
・ガバメントクラ
ウド環境構築
・データ移行準備

・標準準拠システ
ムの導入（１８業
務）
・ガバメントクラ
ウドへの移行

- -

結 果 -

・DX推進ワーキング
グループを設置し、標
準準拠システムの分析
及びBPR研修を実施し
た。
・移行計画を作成し
た。
・基幹システムの更新
に併せ住民記録、印鑑
登録の2業務で標準準
拠システムを導入し
た。

- - - -

成果や課題 -

・標準化に伴う業務手
順の見直しにあたり、
BPRを意識した見直し
を行うことができた。
・1月より住民記録、
印鑑登録業務の標準準
拠システムでの運用を
開始した。
・令和7年度までに遅
れることなく標準準拠
システムの導入及びガ
バメントクラウドへの
移行を行うため、移行
計画に基づき各作業の
進行管理を行う必要が
ある。

- - - -

３年（令和５年～７年）

目 標 値
標準準拠システムの導入数（２０業務）

（２）業務効率化の推進　５

政策調整部　情報企画課

高める要素
システムの標準化とガバメントクラウドへの対応

標準化対象事務の効率化・省力化

 地方公共団体が使用する住民記録、税、保険、福祉等２０の業務システムについて、国で定
める標準化基準に適合する「標準準拠システム」の利用が義務付けられるとともに、システム
を国の整備するガバメントクラウド（※）で運用することについて努力目標とされたことか
ら、これらの対応について、進捗管理と推進を図る。
※ガバメントクラウド…政府、自治体の情報システムについて、共通的な基盤・機能を提供す
るクラウドサービスの利用環境。クラウドサービスの利点を最大限に活用することで、迅速、
柔軟、かつセキュアでコスト効率の高いシステムを構築可能とし、利用者にとって利便性の高
いサービスをいち早く提供し改善していくことを目指す。
　①標準化対象の業務システムについて、令和７年度までに標準準拠システムを導入する。
　②標準化した業務システムを、ガバメントクラウドへ移行する。

2業務

業務

5業務

10業務

15業務

20業務

25業務

Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９

実績値

目標値

標準準拠システムの導入数
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基 本 方 針

担 当

取 組
内 容

推 進 期 間

年 度 基準年度Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７

各 年 度 評 価 - Ａ - -

- 14.2時間 13.1時間 12.0時間

実 績 値 15.3時間 12.7時間 - -

達 成 率 - 236.4% - -

予 算 - - - -

年 度 ご と の
取 組

・所属長ヒアリングによる職員の
勤務時間管理の徹底
・時間外勤務の事前申請の徹底
・一斉定時退庁日（ノー残業
デー）実施の徹底
・繁忙期や特殊要因による一時的
な業務集中に対する部内の臨時的
応援体制による対応
・週休日に勤務した場合の振替休
日取得の促進

・所属長ヒアリングによる職員の
勤務時間管理の徹底
・時間外勤務の事前申請の徹底
・一斉定時退庁日（ノー残業
デー）実施の徹底
・繁忙期や特殊要因による一時的
な業務集中に対する部内の臨時的
応援体制による対応
・週休日に勤務した場合の振替休
日の徹底
・更なる時間外勤務の縮減に向け
て、時間外勤務縮減の強化月間、
勤務間インターバル制度などの導
入検討

・所属長ヒアリングによる
職員の勤務時間管理の徹底
・時間外勤務の事前申請の
徹底
・一斉定時退庁日（ノー残
業デー）実施の徹底
・繁忙期や特殊要因による
一時的な業務集中に対する
部内の臨時的応援体制によ
る対応
・週休日に勤務した場合の
振替休日の徹底
・在宅勤務や時差出勤など
の多様な働き方の検討

-

結 果

・所属長向け通知、ヒアリングの
実施により時間外勤務管理の徹底
を図った。
・職員用ＰＣ画面により「ノー残
業デー」の周知を図った。
・新型コロナウイルス感染症対策
業務における全庁的な応援体制を
継続した。

・所属長向け通知により勤務時間
管理の徹底を図った。
・一斉定時退庁日（ノー残業
デー）実施の徹底を図った。
・一時的な業務集中に対する部内
の臨時的応援体制を継続した。
・令和5年6月から8月まで時間外
勤務縮減強化月間を実施した。

- -

成 果 や 課 題

・時間外勤務の縮減に係る取り組
みに加え、新型コロナウイルス感
染症対応業務、地震等による突発
的な災害対応業務等の減少によ
り、前年度と比較して職員一人あ
たりの月ごとの時間外勤務は減少
した。しかし、更なる時間外勤務
の縮減に向けて、各所属の意識改
革を図るための新たな取り組みが
必要である。

・職員の時間外勤務への意識浸透
が進み、時間外勤務時間が減少し
た。
・意識改革を組織全体に根付かせ
るため、継続的な取り組みが必
要。

- -

３年（令和５年度～令和７年度）

目 標 値
職員一人あたりの月ごとの平均時間外勤務時間

（２）業務効率化の推進　６

総務部　人事課

高 め る 要 素
時間外勤務の縮減

業務効率化とコストの意識を持ち、時間外勤務縮減の取り組みを推進することにより職員のワー
ク・ライフ・バランスの充実を図る。

15.3時間

12.7時間

10時間

11時間

12時間

13時間

14時間

15時間

16時間

Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７

実績値

目標値

職員一人あたりの月ごとの平均時間外勤務時間
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基 本 方 針

担 当

取 組
内 容

推 進 期 間

年 度 基準年度Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５

各年度評価 - Ａ Ａ Ａ

目　標　値

29,000人 32,000人

（修正後） 59,000人 62,000人

実 績 値 24,179人 56,498人 63,298人 103,438人

達 成 率 - 1145.7% 112.3% 209.6%

予 算 - - - -

年度ごとの
取 組

・11月26日LINE公式アカウン
ト運用開始
・LINE公式アカウントの登録
の啓発
①市政だより１月号の表紙に
掲載や本市発行の広報物での
公式ＳＮＳ普及啓発の継続

公式アカウントの登録の啓発
①本市発行の各種広報ツール
に登録ＱＲコードの掲載。
②窓口や掲示板等にＱＲコー
ドを掲示し、登録しやすい環
境を整備する。

公式アカウント登録の継続的
な啓発
・本市発行の各種広報ツール
に登録ＱＲコードの掲載。
・当課の各種事業（市政見学
会、出前講座）等でのSNS普
及啓発の継続。

公式アカウント登録の継続的
な啓発
・本市発行の各種広報ツール
に登録ＱＲコードの掲載。
・当課の各種事業等でのSNS
普及啓発の継続。

結 果

・LINEアカウント登録を啓発
するQRコード掲載の広報物を
配布・設置
①市政だより1月号表紙
・友だち5,000人突破
（R3.1.7）
②福島県沖地震支援事業周知
チラシ（町内会回覧）
③市所管施設にポスター掲示
④本庁1階窓口通路座席。
(R3.3.12～)
⑤本庁舎各課窓口

　市政だよりにLINE登録ＱＲ
コードを掲載。本市発行の各
種広報ツール、窓口や掲示板
等に掲示し登録の啓発を実
施。
　結果、SNS登録者数56,498
人（3/31現在）に増加。うち
LINEアカウント登録者数は、
3万人超。
　LINE以外の登録者数（前年
比）は、YouTubeが約60％
増、Twitterが約40％増、
Facebookが１％の微増とSNS
の種別によって登録数の差が
ででいる。

市政だよりにLINE登録ＱＲ
コードを掲載。本市発行の各
種広報ツール、窓口や掲示板
等に掲示し登録の啓発を実
施。
　結果、SNS登録者数63,298
人（3月末現在）に増加。う
ちLINEアカウント登録者数
は、3万6千人超。
　LINE以外の登録者数（前年
比）は、YouTubeが25％増、
Twitterが約10％増、
Facebookが6％の微増とSNSの
種別によって登録者数の差が
ででいる。

　市政だよりにLINE登録用Ｑ
Ｒコードの掲載など登録の啓
発を実施。
　３月末でSNS全体の登録者
数が10万3千人超となってお
り同時期（3月末）前年比
63％増

同時期前年比率内訳
LINEは102％増
YouTubeは27％増
Twitterは5％増
Facebookは3％増

成果や課題

・令和2年11月26日運用開始
後４カ月で6,700人の友だち
登録者があった。本市がLINE
を開始したことの広報啓発が
反映したと考えられる。
今後、本市で実施する事業等
の広報物に掲載するなど、継
続的な周知が必要。

　LINEは、公式アカウント登
録の啓発の取り組みの成果と
新型コロナウイルスや防災関
係の情報を必要としている方
が多かったことから、SNS全
体の登録者数の大幅な増加に
繋がった。
　また、YouTub登録者数が増
加傾向にあることを踏まえ、
動画による効果的な広報啓発
が有効と考えられる。

　前年度のような大幅な増加
は見られないものの、SNS全
体の登録者数は増加してい
る。実績値としては目標値を
達成できている。
　また、YouTub登録者数が増
加傾向にあることを踏まえ、
動画による効果的な広報啓発
が今後も有効的なものと考え
られる。

 SNS全体の登録者数は増加傾
向にあり、目標値を達成でき
ている。
LINE登録者数の大幅な増数、
YouTub登録者数も増加傾向に
あるが、他のSNSは10％未満
となっている。
LINE登録者数の増加は、事業
の市民申し込みなどのツール
として活用した成果もあり大
幅な伸び率となった。

27,000人

３年

市公式ＳＮＳ登録者数

政策調整部　広聴広報課

（３）行政サービスの質の向上　１

高める要素
さまざまな情報提供手段を活用した情報発信

市公式ＳＮＳの普及促進

スマートフォンの普及にあわせて、市政情報の発信についてもＩＣＴをこれまで以上に効果的
に活用する必要があり、市民のニーズに応じた必要な情報を必要な方に配信できる新たな広報
ツールを活用することで、市民の利便性の向上と地域社会のデジタル化の推進を図る。

新規

24,179人

56,498人
63,298人

103,438人

人

20,000人

40,000人

60,000人

80,000人

100,000人

120,000人

Ｒ2基準 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５

実績値

目標値

修正後の目標

値

市公式ＳＮＳ登録者数（人）
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基 本 方 針

担 当

取 組
内 容

推 進 期 間

年 度 基準年度Ｒ２ Ｒ３ 基準年度Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５

各年度評価 - Ａ - Ｂ Ｂ

500世帯 1,000世帯 - 70.0% 70.0%

実 績 値 886世帯 5,069世帯 56.0% 66.6% 68.0%

達 成 率 - 913.8% 75.7% 85.7%

予 算 550千円 3千円 1,034千円

年度ごとの
取 組

・町内会におけるICT活用の
普及・啓発
・ＩＣＴアドバイザーの派
遣
・町内会へのアンケート実
施

・市からのデータを電子
メールで送信
・電子町内会ウェブサイト
の整備
・電子町内会推進アドバイ
ザーの派遣
・スマホ講座の開催

・市からのデータを電子
メールで送信
・電子町内会ウェブサイト
の整備
・電子町内会推進アドバイ
ザーの派遣

結 果

モデル事業には４町内会が
参加し、電子メールを活用
し、市民への情報伝達のス
ピード化を図った。
また、情報共有会議やアン
ケートを実施し、伝達する
情報と伝達方法の検証を
行った。

本格運用を開始し、参加町
内会は３８町内会に増加
し、うち２０町内会がウェ
ブサイトを活用している。
また、推進アドバイザーの
派遣を１件実施した。

３町内会が新たに参加し、
年度当初から比べ参加町内
会数が約１０％増加した。
(8.1％増)
電子町内会推進アドバイ
ザー派遣を１件実施した。

成果や課題

町内会へは電子データを送
付することにより情報伝達
の時間短縮が図れた。
今後は、アンケートや町内
会からの意見を基によりよ
い伝達手段の構築に向けて
課題の整理をして具体的な
手法の検討を行う。

１１月よりウェブサイトの
運用を開始したことなどに
より導入促進につながっ
た。
一方で、導入した町内会で
は、スマホの普及状況や個
人情報取得の困難性などか
ら、回覧の電子化を住民全
体に拡げる事が困難という
課題もある。

参加町内会数の増加によ
り、町内会内の電子化が
徐々に進んでいる。
その一方で、昨年運用を開
始したウェブサイトについ
て、専用ページを作成した
ものの更新がない町内会も
あり、より使いやすい環境
の整備について検討が必要
である。

・町内会におけるICT活用の普及・啓発
・ＩＣＴアドバイザーの派遣
・効果検証から今後の推進方法を検討

モデル事業には２５町内会が参加し、電
子メールを活用し、市民への情報伝達の
スピード化を図った。
また、情報共有会議やアンケートを実施
し、伝達する情報と伝達方法の検証を
行った。

電子媒体を活用してデータを送付できた
町内会が半数を超えた。しかし、ほとん
どの町内会で紙媒体を並行しており負担
となっている。また、町内会に個人情報
を知られたくないという方が一定数お
り、
ＩＣＴ機器をもっていない方がいるな
ど、電子化が思うように推進されない。

１年

目 標 値
電子モデル町内会に参加している世帯数

電子町内会に参加している町内会のうち、情報伝達速度が速くなったと感
じる町内会の割合

600千円

政策調整部　地域共創課

（３）行政サービスの質の向上　２－１

高める要素
町内会におけるＩＣＴ活用の推進

市民への情報伝達のスピード化を図るとともに、町内会及び市の事務負担軽減を図る

モデル町内会において情報伝達のスピード化に向けた検証を行い、モデル事業に取り組む町内会には
推進方策や課題の効果・検証を行う。令和４年度からの本格導入に向け令和３年度中に検証を行う。

886世帯

5,069世帯

世帯

1,000世帯

2,000世帯

3,000世帯

4,000世帯

5,000世帯

6,000世帯

Ｒ2基準 Ｒ３

実績値

目標値

電子モデル町内会に参加している世帯数

56.0%

66.6% 68.0%
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60.0%

70.0%

80.0%

Ｒ３基準 Ｒ４ Ｒ５

実績値

目標値

電子町内会に参加している町内会のうち、
情報伝達速度が速くなったと感じる町内会の割合
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基 本 方 針

担 当

取 組
内 容

推 進 期 間

年 度 基準年度Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ１０

各年度評価 - - - - - -

目 標 値

45団体 50団体 55団体 60団体 65団体

実 績 値 40団体 - - - - -

達 成 率 - - - - - -

予 算 1,034千円 694千円 - - - -

年度ごとの
取 組

・市からのデータ
を電子メールで送
信
・電子町内会ウェ
ブサイトの整備
・電子町内会推進
アドバイザーの派
遣

・市からのデータを
電子メールで送信
・電子町内会ウェブ
サイトの整備
・電子町内会推進ア
ドバイザーの派遣
・電子町内会ウェブ
サイト検証

- - - -

結 果

電子町内会推進ア
ドバイザー派遣を
１件実施し、３町
内会が新たに参加
した。 - - - - -

成果や課題

参加町内会数の増加
により、町内会内の
電子化が徐々に進ん
でいる。
その一方で、昨年運
用を開始したウェブ
サイトについて、専
用ページを作成した
ものの更新がない町
内会もあり、より使
いやすい環境の整備
について検討が必要
である。

- - - - -

５年

電子町内会の参加町内会数

（３）行政サービスの質の向上　２－２

政策調整部　地域共創課

高める要素
町内会におけるＩＣＴ活用の推進

市民への情報伝達のスピード化を図るとともに、町内会及び市の事務負担軽減を図る。

電子町内会推進アドバイザー派遣や制度のブラッシュアップを図り、参加町内会数の増加に努め
る。

40団体

0団体

10団体

20団体

30団体

40団体

50団体

60団体

70団体

Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ１０

実績値

目標値

電子町内会の参加町内会数
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基 本 方 針

担 当

取 組
内 容

推 進 期 間

年 度 基準年度Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７

各年度評価 - Ｄ Ｄ Ａ - -

40.0% 42.0% 44.0% 46.0% 48.0% 50.0%

実 績 値 37.9% 37.9% 38.0% 53.3% - -

達 成 率 - 0.0% 1.6% 190.1% - -

予 算 36,926千円 29,588千円 24,837千円 28,400千円 33,144千円 -

年度ごとの
取 組

①職員研修の実施
②令和３年度から
推進する市人財育
成基本方針の策定

市人財育成基本方
針に基づく職員研
修の実施

市人財育成基本方
針に基づく職員研
修の実施

市人財育成基本方
針に基づく職員研
修の実施

市人財育成基本方
針に基づく職員研
修の実施 -

結 果

①「福島市人材育
成計画2011」に基
づき、延べ2,241人
に職員研修を実施
した。
②令和３年度から
推進する「福島市
人財育成基本方
針」を策定した。

市人財育成基本方
針に基づき、延べ
3,147人に職員研修
を実施した。

市人財育成基本方
針に基づき、延べ
3,653人に職員研修
を実施した。

市人材育成基本方
針に基づき、延べ
3,457人に職員研修
を実施した。

- -

成果や課題

今年度は、新型コ
ロナウイルスの感
染拡大により、研
修の中止や日程短
縮などの影響を受
けたが、３密回避
やリモート実施な
どの対策、工夫を
しながら、研修効
果の維持を図り、
人材の育成に取り
組んだ。
今後も、新たな
「福島市人財育成
基本方針」に基づ
き、職員研修の充
実を図り、職員の
能力開発、向上に
取り組む。

今年度も新型コロ
ナウイルスの感染
再拡大により、研
修の中止や日程短
縮などの影響を受
けたが、リモート
方式などの対策や
工夫をしながら、
前年度を上回る人
数の研修を実施
し、人材の育成に
取り組んだ。
今後も「福島市人
財育成基本方針」
に基づき、職員研
修の充実を図り、
職員の能力開発、
向上に取り組む。

今年度も新型コロ
ナウイルス感染症
への基本的な感染
対策を徹底しなが
ら、前年度を上回
る人数の研修を実
施し、人材の育成
に取り組んだ。
今後も「福島市人
財育成基本方針」
に基づき、職員研
修の充実を図り、
職員の能力開発、
向上に取り組む。

今年度は、研修の
見直しや新たに動
画形式を取り入れ
るなど工夫し人材
育成に取り組ん
だ。また、振り返
りシートの収集方
法（設問や期限）
を工夫し効果検証
を図った結果、目
標値を上回る結果
となった。
今後も「福島市人
財育成基本方針」
に基づき、職員研
修の充実を図り、
職員の能力開発・
向上に取り組む。

- -

目 標 値
自前研修の今後の業務活用度(大いに活かせる)

総務部　人事課

（３）行政サービスの質の向上　３

職員の能力開発・向上

職員研修の推進

５年

高める要素

福島市人財育成基本方針（推進期間：令和３～７年度）に基づき、職員の能力開発・向上のた
めの研修を推進し、質の高い行政サービスを提供できる人材を育成する。

37.9% 37.9% 38.0%

53.3%

0.0%
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40.0%

50.0%
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自前研修の今後の業務活用度

実績値

目標値
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基 本 方 針

担 当

取 組
内 容

推 進 期 間

年 度 基準年度Ｒ１ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７

各 年 度 評 価 - Ａ Ｃ Ａ - -

- 65.0% 70.0% 75.0% 80.0% 85.0%

実 績 値 54.4% 65.2% 65.8% 88.1% - -

達 成 率 - 101.9% 73.1% 163.6% - -

予 算 16,916千円 23,372千円 16,406千円 6,345千円 4,191千円 -

年 度 ご と の
取 組

ICT推進員研修会実施
タブレットＰＣ導入校
研修会実施

ICT推進員研修会実施
タブレット活用訪問研
修実施

ICT推進員研修会実施
タブレット活用訪問研修
実施

ICT推進員研修会実施
タブレット活用研修
実施

ICT推進員研修会実
施
タブレット活用等各
種研修実施

-

結 果

ＩＣＴ指導員(３
名)等による訪問研
修を各校２回実施
したり、ＩＣＴ推
進員研修会の実施
により各校のＩＣ
Ｔ教育推進役の育
成に努めたりする
ことで、徐々にＩ
ＣＴ活用指導力の
向上が図られてい
るが、すべての教
員のＩＣＴ活用指
導力の向上には
至っていない。

ＩＣＴ指導員(６
名)等による訪問研
修を各校２回、お
よび希望する学校
には３回目を実施
した。ＩＣＴ推進
員研修会の実施に
より各校のＩＣＴ
教育推進役の育成
に努ることで、
徐々にＩＣＴ活用
指導力の向上が図
られているが、習
熟度には開きが見
られ状況である。

ＩＣＴ指導員(４名)等
による訪問研修を各校
３回程度（講座数２５
２回）実施した。年３
回のＩＣＴ推進員研修
会にて各校のＩＣＴ教
育推進役の教員への情
報提供やタブレット活
用を推進していく上で
の困り感を共有し、学
校支援のあり方の見直
しを図っていった。

ＩＣＴ指導員（１
名）等による訪問
研修やオンライン
研修、年３回のＩ
ＣＴ推進員研修会
を実施した。ま
た、ＩＣＴ活用指
導力に課題の見ら
れる学校を指導主
事が訪問し、課題
の共有や情報提供
を行ったことによ
り、徐々にＩＣＴ
活用指導力の向上
が図られてきてい
る。

- -

成 果 や 課 題

導入された機器等
の基本操作や活用
方法について理解
を深めるために訪
問研修が有効であ
ることが確認でき
た。今後は、ＩＣ
Ｔ指導員の増員に
より訪問研修の回
数を増やし、今ま
での研修に加え
て、授業の中での
支援を行うなど加
速度的に進めてい
く必要がある。

導入された機器等
の基本操作や活用
方法について理解
を深めるために訪
問研修が有効であ
ることが改めて確
認できた。
今後は、導入され
た機器やソフト
ウェアを、どのよ
うに授業に展開、
活用していくか授
業デザインに注力
して事業を進めて
いく必要がある。

訪問研修では、全体研
修だけでなく個別研修
も設定したことで、多
くの教員が研修に参加
できた。教員のタブ
レット活用の課題も
様々になってきたりし
ていることから、教員
一人一人の課題解決に
つながるような研修や
新しく市内に赴任した
教員への研修を行って
いく必要がある。

活用度合に差が生じ
ているという課題に
対し、本市へ赴任し
てきた教職員や操作
に不慣れな教職員向
けの基本的な研修か
ら、大手ＩＴ企業の
講師を招聘した専門
的で実践的な研修ま
で活用能力に応じた
研修を実施した。ア
ンケートでは「丁寧
に教えていただい
た」、「期待値以
上」などの感想が寄
せられ、成果指標の
実績値も前年度比
133.9%まであがっ
た。

- -

５年

目 標 値
授業にICT機器を活用して十分に指導できる教員の割合

教育委員会　教育研修課

（３）行政サービスの質の向上　４

高 め る 要 素
教員のICT活用指導力の向上

児童生徒1人1台タブレット端末を効果的に活用するため、各学校のICT推進を担うリーダー養
成研修会及びICT指導員等による訪問研修を実施し、すべての教員のICT活用指導力の向上を目
指す。

54.4%
65.2% 65.8%

88.1%
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授業にICT機器を活用して十分に指導できる教員の割合

実績値

目標値
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基 本 方 針

担 当

取 組
内 容

推 進 期 間

年 度 基準年度Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７

各年度評価 - Ａ Ｂ Ｂ - -

- 65名 80名 95名 110名 125名

実 績 値 50名 68名 78名 92名 - -

達 成 率 - 120.0% 93.3% 93.3% - -

予 算 - - - - - -

年度ごとの
取 組

農政部及び農業委
員会事務局職員が
実際の農作業を体
験しスキルを増や
した。

圃場実習に農政部
及び農業委員会事
務局職員の15名参
加。

圃場実習に農政部
及び農業委員会事
務局職員の15名を
参加させ、現場の
目線からの視点を
養成する。

圃場実習に農政部
及び農業委員会事
務局職員の20名を
参加させ、現場の
目線からの視点を
養成する。

圃場実習に農政部
及び農業委員会事
務局職員の20名を
参加させ、現場の
目線からの視点を
養成する。

-

結 果

6月15日から7月4日
の20日間にわた
り、市内観光果樹
園8か所において、
総計50名の職員
が、さくらんぼの
狩り取り等の圃場
実習を行った。

6月21日から7月7日
の17日間にわた
り、市内観光果樹
園8か所において、
総計18名の職員
が、さくらんぼの
狩り取り等の圃場
実習を行った。

3月14日から3月16
日の3日間にわた
り、市内観光果樹
園8か所において、
総計10名の職員
が、モモの摘蕾作
業や果樹の植え替
え作業等の圃場実
習を行った。

3月21日から3月26
日の4日間にわた
り、市内観光果樹
園5か所において、
総計14名の職員
が、モモの摘蕾作
業や施肥作業等の
圃場実習を行っ
た。

- -

成果や課題

現場実習により業
務の多面的理解が
図られ、職員のス
キルアップに繋
がった。また、コ
ロナ禍で観光客が
減少した観光果樹
園の支援とするこ
とができた。

現場実習により業
務の多面的理解が
図られ、職員のス
キルアップに繋
がった。また、コ
ロナ禍で観光客が
減少した観光果樹
園の支援とするこ
とができた。

現場実習により業
務の多面的理解が
図られ、職員のス
キルアップに繋
がった。また、繁
忙期の収穫時期以
外に設定したこと
で栽培技術や収
量、品質確保等に
ついても学習する
ことができた。

現場実習により業
務の多面的理解が
図られ、職員のス
キルアップに繋
がった。また、繁
忙期の収穫時期以
外に設定したこと
で栽培技術や収
量、品質確保等に
ついても学習する
ことができた。

- -

目 標 値
毎年、15名の職員に圃場実習を実施する

農政部　農業企画課

（３）行政サービスの質の向上　５

施策反映のためのスキルアップ

独自研修の実践

５年

高める要素

営農上での施策立案を農業現場実態を掌握しないままでの業務遂行は施策の広がりに期待がで
きないため、現場の目線からの視点を養成するため、圃場実習を計画的に実施する。

50名

68名
78名

92名

名

50名

100名

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７

職場内研修実施累計人数

実績値 目標値
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基 本 方 針

担 当

取 組
内 容

推 進 期 間

年 度 Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ１０ Ｒ１１ Ｒ１２

各年度評価 - - - - Ａ - - - - - - -

- - - - 20ha 40ha 60ha 80ha 100ha 120ha 140ha 160ha

- - - - (1.4%) (2.7%) (4.1%) (5.5%) (6.8%) (8.2%) (9.6%) (11.0%)

実 績 値 - - - - 20ha - - - - - - -

達 成 率 - - - - 100.0% - - - - - - -

予 算 24,637千円 20,940千円
21,090千円
＋木材利用
31,500千円

21,090千円
＋木材利用
33,988千円

47,290千円
＋木材利用
45,141千円

51,490千円 - - - - - -

年度ごとの
取 組

木材利用
促進
林業普及
啓発
基金設立

林業普及
啓発
森林経営管
理制度に基
づく森林整
備

木材利用
促進
林業普及
啓発
森林経営管
理制度に基
づく森林整
備

木材利用
促進
林業普及
啓発
森林経営管
理制度に基
づく森林整
備

木材利用
促進
林業普及
啓発
森林経営管
理制度に基
づく森林整
備

木材利用
促進
林業普及
啓発
森林経営管
理制度に基
づく森林整
備

- - - - - -

結 果

福島駅西口
大庇の木質
化の実施。
森林・林業
学習会を４
回実施。
今後の森林
整備実施に
向けた森林
環境整備基
金を設立。

森林・林業
学習会を５
回実施。
森林所有者
アンケート
調査実施。
基本構想の
作成。
モデル地区
による森林
所有者意向
調査、境界
明確化。

道の駅併設
の屋内こど
も遊び場へ
の木材利
用。
森林・林業
学習会を６
回実施。
森林所有者
意向調査、
経営管理権
集積計画の
作成、境界
明確化。

清水支所新
築への木材
利用。
森林・林業
学習会を６
回実施。
森林所有者
意向調査、
経営管理権
集積計画の
作成、境界
明確化。

旧広瀬座へ
の木材利
用。
森林・林業
学習会を６
回実施。
森林整備、
森林所有者
意向調査、
経営管理権
集積計画の
作成、境界
明確化。

- - - - - - -

成果や課題

市内小学校
の児童２６
９名が参加
し、森林保
全事業の必
要性・林業
事業体の活
動への理解
が深まっ
た。

市内小学校
の児童２２
９名が参加
し、森林保
全事業の必
要性・林業
事業体の活
動への理解
が深まっ
た。
アンケート
調査によ
り、事業へ
の理解が深
まった。

市内小学校
の児童２３
０名が参加
し、森林保
全事業の必
要性・林業
事業体の活
動への理解
が深まっ
た。
意向調査で
市への委託
希望者の森
林経営管理
権集積計画
を作成。

市内小学校
の児童２８
４名が参加
し、森林保
全事業の必
要性・林業
事業体の活
動への理解
が深まっ
た。
意向調査で
市への委託
希望者の森
林経営管理
権集積計画
を作成。

森林整備を２
０ha実施。市
内小学校の児
童２３９名が
参加し、森林
保全事業の必
要性・林業事
業体の活動へ
の理解が深
まった。
意向調査で市
への委託希望
者の森林経営
管理権集積計
画を作成。

- - - - - - -

１２年　※森林整備は、意向調査の結果を踏まえ順次整備を進めるため、当面Ｒ１２までの期間とする。

目　標　値

森林整備面積1,461ha

（３）行政サービスの質の向上　６

農政部　農林整備課

高める要素
持続可能な森林環境の整備

森林環境整備事業の推進

適切な森林の経営管理について、森林所有者と民間事業者、行政が一体となり行う森林整備や
木材利用の促進、普及啓発に取り組むことにより、地球温室効果ガスの排出量削減や災害の防
止に努める。

20ha

ha

50ha

100ha

150ha

200ha

Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ１０ Ｒ１１ Ｒ１２

森林整備面積

実績値

目標値
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基 本 方 針

担 当

取 組
内 容

推 進 期 間

年 度 基準年度Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９

各年度評価 - - Ｃ Ｃ Ｃ - - - -

-
84,000件

30%
140,000件

50％
ほとんどの
市民が所有

ほとんどの
市民が所有

ほとんどの
市民が所有

ほとんどの
市民が所有

ほとんどの
市民が所有

ほとんどの
市民が所有

実 績 値 16.9% 28.5% 43.0% 68.2% 81.3% - - - -

達 成 率 - - 78.9% 61.7% 77.5% - - - -

予 算 30,916千円 95,152千円 99,057千円 126,712千円 129,413千円 140,874千円 - - -

年度ごとの
取 組

①支所出張カンタ
ン申請を32回実
施。
②企業・学校での
カンタン申請23回
実施。

①支所窓口での申
請受付開始。
②休日・夜間の臨
時窓口拡充。
③①出張による申
請受付実施。（企
業・学校等）

①支所窓口での申
請受付場所の拡
充。（9カ所⇒13カ
所）
②休日・夜間の臨
時窓口拡充継続。
③出張による申請
受付継続。（企
業・学校等）

①西口行政サービ
スコーナーでの申
請受付開始。
②休日・夜間の臨
時窓口拡充継続。
③出張による申請
受付継続。（企
業・学校・ワクチ
ン接種会場等）

①休日・夜間の臨
時窓口拡充継続。
②交付率の低い地
区での臨時窓口の
開設。
③個人宅への出張
申請実施。

①休日・夜間の臨
時窓口拡充継続。
②各地区での臨時
窓口の開設。
③個人宅への出張
申請の継続実施。 - - -

結 果

令和元年度交付率
16.9%
①1,095件の申請を
受付。
②880件の申請を受
付。

①10月より9支所で
申請受付開始。
②隔週木曜日夜間
と土曜日に実施し
ていた臨時窓口を8
月より毎週に拡
充。12月より交付
窓口を2から7に増
設。
③408件の申請を受
付。

①5月より4支所で
申請受付開始。
②毎週木曜日夜間
と土曜日の臨時窓
口拡充継続。6,709
枚交付。576件の申
請を受付。
③36回604件の申請
を受付。

①７月より西口行
政サービスコー
ナーで申請受付開
始。
②毎週木曜日夜間
と土曜日の臨時窓
口拡充継続。8,663
枚交付、2,890件の
申請を受付。
③180回4,798件の
申請を受付。

①毎週木曜日夜間
と土曜日の臨時窓
口拡充継続。5,592
枚交付、332件の申
請を受付。
②9回218件の申請
を受付。
③102件の申請を受
付。

- - - -

成果や課題

・出張カンタン申
請を実施すること
で、普段仕事等で
来庁が難しい方の
申請機会の場を設
けることができ
た。
・出張申請は2名以
上の職員が必要に
なるので、ある程
度の人数を見込め
ないと非効率であ
る。

・カンタン申請の
手続き場所を新た
に9支所に設けるこ
とで、市民の利便
性向上に寄与する
ことができた。
・臨時窓口を拡充
することにより、
交付件数を大幅に
増やすことができ
たが、これ以上の
窓口拡充は窓口ス
ペースの配置上困
難。

・カンタン申請の
手続き場所を新た
に4支所に設けるこ
とで、市民の利便
性向上に寄与する
ことができた。
・コロナ禍の中、
企業や団体がどこ
まで出張申請を受
け入れていただけ
るか不透明であ
る。

従来より行ってい
た企業・学校・ワ
クチン接種会場の
ほか、商業施設、
公共施設、各種イ
ベントで出張申請
を実施すること
で、申請機会の拡
大を図ることがで
きた。

・臨時窓口を継続
して拡充開設する
ことで、交付機会
の充実を図ること
ができた。
・出張申請を個人
単位にまで広げる
ことで、申請機会
の拡大を図ること
ができた。

- - - -

可能であるなら、ここに下の表よりグラフを作成願います。

７年　　※令和４年度までの推進期間を令和９年度まで延長

目 標 値
マイナンバーカードの交付率

（３）行政サービスの質の向上　７

市民・文化スポーツ部　スマート窓口推進課

高める要素
窓口業務におけるマイナンバーカード活用

マイナンバーカードの普及促進

マイナンバーカードを利用した行政手続きを推進し、安全・安心で利便性の高いデジタル社会の
基盤を築くため、マイナンバーカード普及事業を展開する。

16.9% 28.5%

43.0%

68.2%

81.3%

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

Ｒ1 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９

マイナンバーカードの交付率 実績値

目標値
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基 本 方 針

担 当

取 組
内 容

推 進 期 間

年 度 基準年度Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ -

各年度評価 - Ａ Ａ Ａ -

33.3% 54.0% 75.0% 100.0% -

実 績 値 33.3% 54.0% 75.0% 100.0% -

達 成 率 - 100.0% 100.0% 100.0% -

予 算 1,300千円 0 0 0 -

年度ごとの
取 組

排水ポンプ設置による
内水排除箇所24箇所の
うち、８箇所の訓練を
実施。

５箇所で排水ポンプ設
置訓練を実施。

５箇所で排水ポンプ設
置訓練を実施。

６箇所で排水ポンプ設
置訓練を実施。

-

結 果

郷野目、瀬上、本内、
岡部の計８箇所で訓練
を実施した。

五十辺、岡部、瀬上、
鎌田、本内の計５箇所
で訓練を実施した。

清明町（２箇所）、渡
利、永井川（２箇所）
で訓練を実施した。

大森（２箇所）、郷野
目（３箇所）、森合
（１箇所）の計６箇所
で訓練を実施した。

-

成果や課題

作業手順や内容の再確
認及び、台風１９号後
の水門へのゴミ付着、
計器などの交換必要箇
所を確認できた。

Ｒ３に新たに導入した
軽量ポンプ(岡部、瀬
上、本内)の作動を確認
した。
また、大雨時に備えた
排水ポンプ施設や作業
手順の再確認できた。

大雨時に備え、排水ポ
ンプ設置箇所や作業手
順についての確認を行
うことができた。地元
代表者にも見学してい
ただき、地元防災の強
化に繋がった。

大雨時に備え、排水ポ
ンプ設置箇所や作業手
順について確認を行う
ことが出来た。また、
地元代表者と意見交換
を行うことで、今後の
改善点についても確認
することが出来た。

-

可能であるなら、ここに下の表よりグラフを作成願います。

建設部　河川課

（３）行政サービスの質の向上　８

迅速で確実な内水処理業務の連携強化とスキルアップ

排水ポンプ設置訓練の実施

大雨や台風などの出水時に迅速な内水処理業務委託の対応ができるよう、排水ポンプの設置・
操作訓練を実施する。

目 標 値

高める要素

排水ポンプ設置訓練実施率

３年

33.3%

54.0%

75.0%

100.0%

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５

排水ポンプ設置訓練 実施率 実績値

目標値
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基 本 方 針

担 当

取 組
内 容

推 進 期 間

年 度 基準年度Ｒ１ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７

各年度評価 - Ｃ Ａ Ａ - -

1,000人 1,000人 1,000人 1,000人 1,000人 1,000人

実 績 値 975人 780人 1,100人 1,190人 - -

達 成 率 - 78.0% 110.0% 119.0% - -

予 算 - - - - - -

年度ごとの
取 組

　消防職員として
堅持すべき知識の
向上と、習得すべ
き能力を得るため
に効果的な訓練等
を実施する。

　多種多様な災害
に対応するため、
各課が連携し、幅
広い知識を習得す
るための訓練を実
施する。

　組織的な消防活
動体制を強化する
ため、本部指揮隊
を中心に各部隊の
役割分担を明確化
した訓練を実施す
る。

　無人航空機（ド
ローン）を活用した
部隊運用訓練及び大
規模災害対応訓練を
実施する。また、若
手職員が増えている
ため、基礎訓練の習
熟を図る。

　無人航空機（ド
ローン）の専従操縦
士（国に登録してい
る操縦士）が現在３
名のため、更なる増
員を図り、運用体制
を強化する。

-

結 果

　本部全体の訓練を
企画し、各消防署か
ら職員を参加させ知
識・能力の向上を
図った。
また、全体訓練が実
施できない月は各署
に訓練項目を指定し
消防力向上に努め
た。

　各課が連携し、各
種災害対応訓練及び
若い世代対象の現場
指揮訓練を実施し
た。なお、新型コロ
ナウイルス感染防止
対策として訓練の参
加人数制限を行った
ため、実績値は減少
した。

　各部隊の役割分担
を明確化した訓練を
実施した。また、新
型コロナウイルス感
染防止対策を徹底
し、訓練を実施した
ため、実績値が増
え、目標値に達し
た。

　無人航空機（ド
ローン）の操作訓練
を定期的に行い、操
作員の育成を行っ
た。また、ドローン
を活用した特殊災害
訓練を行い、本部指
揮隊と現場活動隊で
より実践的な活動を
実施した。

- -

成果や課題

　消火・救助の訓練
を数多く実施し消防
力が向上した。
　今後は多様な災害
を想定した訓練を実
施する必要がある。

　多種多様な災害現
場で活動するための
知識の習得及び部隊
活動の連携強化が図
られた。今後は、組
織全体としての対応
力を強化するため、
情報収集活動等を含
めた訓練を実施する
必要がある。

　各部隊の役割分担
を明確化した訓練を
実施したことによ
り、効率的な部隊運
用活動が図られた。
大規模災害に備え、
引き続き、情報収集
活動等を含めた訓練
を実施する必要があ
る。

　上空からの俯瞰的
な視点からの情報収
集により、部隊活動
が円滑になった。
　若手職員の基礎訓
練の習熟も含め、訓
練を継続していく。

- -

目 標 値
訓練参加人数(延べ)

消防本部　警防課

（３）行政サービスの質の向上　９

消防職員の災害対応能力の向上

消防訓練と研修会の実施

５年

高める要素

大量退職により、若い職員が増えていることから、あらゆる災害に、安全管理を徹底した迅速
な部隊活動が出来るように訓練計画を立て、継続的に消防訓練及び研修会を実施し、職員の災
害対応能力の向上を図る。

975人

780人

1,100人

1,190人

600人

800人

1,000人

1,200人

1,400人

1,600人

Ｒ１ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７

訓練参加人数
実績値

目標値
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基 本 方 針

担 当

取 組
内 容

推 進 期 間

年 度 基準年度 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ -

各年度評価 新規 Ａ Ａ - - -

9,400冊 9,800冊 10,200冊 -

（修正後） 12,100冊 12,700冊 13,200冊 -

実 績 値 0 3,681冊 29,399冊 - - -

達 成 率 - 245.4% 243.0% - - -

予 算 - 47,400千円 3,411千円 5,000千円 - -

年度ごとの
取 組

-

・令和5年2月、電
子図書館サービス
を開始
・市民への広報
（サービス開始、
利用方法等）

・市民へのサービ
ス周知
(各種媒体による広
報、窓口での働き
かけ)
・電子図書館に関
する講座実施

・市民へのサービ
ス周知
(各種媒体による広
報、窓口での働き
かけ)
・電子図書館に関
する相談会を実施

- -

結 果 -

・令和5年2月1日
サービス開始
・市ホームペー
ジ、市政だより、
市公式SNS、ポス
ター、チラシなど
で広報し周知を
図った。

・市内小中学校の
全児童・生徒に対
して電子図書館の
利用者IDを付与
・講座「電子図書
館を使ってみよ
う」等の開催

- - -

成果や課題 -

・図書館閉館後
（20時～翌日9時）
の貸出冊数が1,524
冊と全体の41.4％
を占めており、利
便性が向上した。
・継続的な周知が
必要。

・小中学生に利用
者IDを付与したこ
とにより利用実績
が大幅に伸びた。
・継続的な周知が
必要。

- - -

（３）行政サービスの質の向上　１０

教育委員会　図書館

高める要素
電子図書館の開設、利用促進

図書貸し出しの利便性

ICTの活用により図書館に直接行かなくてもスマホやﾀﾌﾞﾚｯﾄ、ＰＣ等から電子書籍を無料で借り
て読むことができる電子図書館サービスの開設と利用を促進し､利用者の裾野拡大を図るととも
に､いつでもどこでも様々な方法で便利に図書の貸し出しを利用できる環境を提供する。

- 1,500冊

目標値

４年

電子書籍貸出冊数

3,681冊

29,399冊

冊

5,000冊

10,000冊

15,000冊

20,000冊

25,000冊

30,000冊

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７

電子書籍貸出冊数

実績値

目標値

修正後の目標値
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基 本 方 針

担 当

取 組
内 容

推 進 期 間

年 度 基準年度（Ｒ５） Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ１０

各年度評価 - - - - - -

- - 70.0% 80.0% 80.0% 80.0%

実 績 値 51.0% - - - - -

達 成 率 - - - - - -

予 算 - 29,700千円 - - - -

年度ごとの
取 組

-

・プロポーザル方
式による業者選定
・スマートフォン
での見やすさや検
索性の向上を図り
システム構築を実
施

- - - -

結 果 - - - - - -

成果や課題 - - - - - -

５年

目 標 値
アンケートによる情報の検索性の満足度割合（％）

（３）行政サービスの質の向上　１１

政策調整部　広聴広報課

高める要素
市公式ホームページを活用した情報発信

市公式ホームページの閲覧性及び検索性の向上

市ホームページのリニューアルに向けたシステム構築
構築後は安定的な運用

51.0%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ１０

アンケートによる情報の検索性の満足度割合
実績値

目標値
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基 本 方 針

担 当

取 組
内 容

推 進 期 間

年 度 基準年度Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７

各年度評価 - Ａ Ａ Ａ - -

- 275件 310件 345件 380件 411件

実 績 値 - 290件 327件 358件 - -

達 成 率 - 105.5% 105.5% 103.8% - -

予 算 - 1,223千円 100千円 35千円 64千円 -

年度ごとの
取 組

・各地区において
共創のまちづくり
計画の策定

・各地区に設置す
る懇談会において
進捗管理を行い計
画の推進を図る
・まちづくり担当
者研修会を実施

・各地区に設置す
る懇談会において
進捗管理を行い計
画の推進を図る
・まちづくり担当
者研修会を実施

・各地区に設置す
る懇談会において
進捗管理を行い計
画の推進を図る
・まちづくり担当
者研修会を実施

・各地区に設置す
る懇談会において
進捗管理を行い計
画の推進を図る
・まちづくり担当
者研修会を実施

・各地区に設置す
る懇談会において
進捗管理を行い計
画の推進を図る
・まちづくり担当
者研修会を実施

結 果

市内１８地区おい
てそれぞれに計画
策定懇談会を立ち
上げ、まちづくり
計画の策定を行っ
た。

・市内１８地区に
計画推進懇談会が
立ち上がり、計画
の推進を図った。
・まちづくり担当
者向けファシリ
テーター養成講座
を実施した。

・市内１８地区あ
わせ、さらに３７
件の取り組みが概
ね計画どおりに実
施された。
・まちづくり担当
者向けファシリ
テーター養成講座
を実施した。

・市内１８地区あ
わせ、さらに３１
件の取り組みが概
ね計画どおりに実
施された。
・まちづくり担当
者向けファシリ
テーター養成講座
を実施した。

- -

成果や課題 -

各地区において計
画進捗について評
価・検証を行うこ
とができた。今後
も計画推進のた
め、新たな視点を
取り入れるなど、
懇談会の活性化を
図っていく必要が
ある。

各地区の懇談会に
おいて計画の進捗
管理を行うこと
で、解決すべき地
域の課題を明確に
して取り組みを進
めることができ
た。今後も懇談会
活性化のための支
援を図っていく。

懇談会において計
画の進捗管理を行
いながら、各地区
とも着実に取り組
みを進めることが
できている。今後
も懇談会活性化の
ための支援を図っ
ていく。

- -

５年

目 標 値
ふくしま共創のまちづくり計画における重点的な取り組み数の累計

政策調整部　地域共創課

（４）共創の推進　１

高める要素
市民との共創を推進

ふくしま共創のまちづくり計画の推進

各地区にふくしま共創のまちづくり計画推進懇談会を設置し各種団体の取組状況の把握や計画
全般の進捗の確認を行う。また各支所にまちづくり担当者を配置しながら計画の推進を図る。

290件
327件

358件

事業

100事業

200事業

300事業

400事業

500事業

Ｒ2 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７

ふくしま共創のまちづくり計画における重点的な取り組み数(累計)

実績値

目標値
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基 本 方 針

担 当

取 組
内 容

推 進 期 間

年 度 基準年度Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ - -

各年度評価 新規 Ａ Ａ Ａ - -

- 30人 (累計)60人 (累計)90人

実 績 値 - 59人 105人 149人 - -

達 成 率 - 196.7% 175.0% 165.6% - -

予 算 - 400千円 500千円 592千円 - -

年度ごとの
取 組

-

起業の基礎知識の
習得、女性起業家
とのネットワーク
づくり

令和４年度から「ふくし
ま起業女子応援パッケー
ジ」として、講座開催に
加え、相談や体験ができ
る機会を作り、継続的に
サポートする。
・講座（３回程度）
・先輩女性起業家との交
流（３回程度）
・起業体験（１５回[人]
程度）

「ふくしま起業女子応援
パッケージ」として支援内
容を充実させ、起業実現に
向けた継続的な支援を行
う。
・講座（３回）
・起業姉妹カフェ（３回程
度）
・起業体験プチインターン
シップ
・お試しワンデー起業

- -

結 果 -

入門編として「気づ
き・交流コース」と
「アイディアコース」
を設け、計５９名が参
加し、講座をきっかけ
に相談員や女性起業家
とのつながりを作るこ
とができた。

チャレンジ講座を３回、
先輩女性起業家と交流す
る起業姉妹カフェを３回
開催し、４６名が参加し
た。
（うち、起業体験プチイ
ンターンシップには、の
べ１１名が参加した。）

チャレンジ講座を３回、
先輩女性起業家と交流す
る起業姉妹カフェを３回
開催し、４４名が参加し
た。起業姉妹カフェで
は、令和３年度以降の受
講者を招待し、プチ同窓
会を開催した。
また、起業体験プチイン
ターンシップには、３名
が参加した。

- -

成果や課題 -

講座終了後も支援
できる仕組みが必
要であることか
ら、女性起業家と
のネットワークづ
くりをもっと広げ
ていくために交流
できる機会を増や
すことが課題であ
る。

　起業に向けた第一歩とし
ての土台作りや、起業まで
のステップを具体的に学ぶ
機会となった。また、この
事業がきっかけとなり、受
講生同士で自主的なネット
ワークも生まれている。
　受講後には、支援機関や
先輩の女性起業家へ相談に
訪れる状況があり、関係機
関と連携して相談支援体制
を構築することができた。
 今後は起業実現に向けて内
容の充実（中級者向けの講
座やプチインターンシップ
受け入れ回数の増加など）
を図っていく必要がある。

　自分自身の振り返り
や起業の基礎知識を学
び、先輩起業家との交
流する機会となった。
　また、令和３年度以
降の受講者が集まり、
互いの現況報告やこれ
からの目標を報告し合
い、参加者の起業への
モチベーションを向上
することができた。

- -

目 標 値
毎年の講座受講者３０人以上

総務部　男女共同参画センター

（４）共創の推進　２

高める要素
女性が活躍できる働き方、地域社会の形成

女性のための起業チャレンジ講座の開催

女性活躍の場を広げるため、起業にチャレンジしたい女性を対象に、起業について初心者向け
の講座を開催し、次のステップに進むための足掛かりとしてもらう。

３年

59名

105名

149名

名

50名

100名

150名

200名

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５

講座受講者数（累計）

実績値

目標値
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基 本 方 針

担 当

取 組
内 容

推 進 期 間

年 度 基準年度Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７

各年度評価 - Ｄ Ｃ Ａ - -

- 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

実 績 値 10.0% 15.0% 30.0% 70.0% - -

達 成 率 - 50.0% 66.7% 120.0% - -

予 算 1,520千円 1,968千円 2,958千円 4,618千円 4,673千円 -

年度ごとの
取 組

・地域防災力強化事業 ・地域防災力強化事業 ・地域防災力強化事業 ・地域防災力強化事業 ・地域防災力強化事業

-

結 果

・令和元年度に地区防災
マップを策定した下川崎
地区において、令和２年
度は地区防災計画を策定
する計画であったが、コ
ロナ禍で人を集めての
ワークショップが困難と
なり地区防災計画の策定
には至らなかった。
・新たに杉妻地区で町会
長だけの少人数に対して
講義を実施、町会長と地
域住民で話し合いを行
い、地区防災マップを策
定した。

・令和２年度に地区防災
マップを作成した杉妻地
区において、杉妻地区各
町内会、民生委員児童委
員、消防団等が意見等を
出し合い、地区防災計画
を作成した。
　また、新たな地区防災
計画の策定につなげるた
め、信夫地区と北信地区
において、地区防災マッ
プの策定支援を行い、地
区防災マップを完成させ
た。

・令和３年度に地区防災
マップを作成した永井川
地区と鎌田地区におい
て、地区防災計画を作成
した。
　また、新たな地区防災
計画の策定につなげるた
め、渡利地区と吉井田地
区、上鳥渡地区におい
て、地区防災マップの策
定支援を行い、地区防災
マップを完成させた。

・令和４年度に地区防災
マップを作成した渡利・
吉井田・上鳥渡地区にお
いて地区防災計画を策定
した。
・清明学区は、地区防災
マップと計画を単年度で
作成した。
・新たな地区の計画策定
につなげるため、瀬上・
湯野・土船地区におい
て、マップ作成支援を行
い、地区防災マップを完
成させた。

- -

成果や課題

・地域住民の地区防災
マップ、地区防災計画の
策定の理解が深まった。
・計画やマップの策定の
みにとどまらず、それを
もとに訓練を実施するな
ど、地域住民が活用して
いくようにするのが課題
である。

・地区の現状を把握し、
頻発する災害に対して、
地区住民が話し合ったこ
とで、防災に対する意識
が高まった。今後は、地
区の防災力の強化につな
げるため、作成した地区
防災計画に沿った防災訓
練の実施や、コロナ化で
も地域住民が参加しやす
い訓練内容を工夫する必
要がある。

・防災まち歩きを実施
し、身近な災害リスクに
ついて、実際に目で見て
確認するとともに、地区
防災計画作成において
は、平常時からの取組と
災害時の行動について、
地域住民が自ら考えた内
容を定め、地域の防災・
減災に対する意識の向上
につながった。今後は、
計画に沿った防災訓練を
推進するなど、地域コ
ミュニティにおける「共
助」の強化につなげる必
要がある。

防災まち歩きを実施
し、身近な災害リスク
について、実際に目で
見て確認するととも
に、地区住民が話し
合ったことで、防災に
対する意識の向上や地
区防災計画策定への理
解が進んだ。今後は、
計画に沿った防災訓練
を推進するなど、地域
コミュニティにおける
「共助」の強化・維持
につなげる必要があ
る。

- -

１地区２年

目 標 値
地区毎の達成率（R7までに10地区の「地区防災計画」策定の支援を実施する）

（４）共創の推進　３

危機管理室

高める要素
地区の防災力の向上

地区防災計画の策定支援

地域のコミュニティ強化と防災力向上を図るため、「自分たちの地域は自分たちが守る」という
共助の取組の一つとして、浸水想定区域の地区から年次計画により地区防災マップの作成及び地
区防災計画の策定を支援する。

10.0% 15.0%

30.0%

70.0%

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

120.0%

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７

地区防災計画策定率

実績値

目標値
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基 本 方 針

担 当

取 組
内 容

推 進 期 間

年 度 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７

各年度評価 Ａ Ｂ Ａ - -

16,000人 19,300人 19,400人 19,500人 19,600人

実 績 値 23,947人 16,576人 24,700人 - -

達 成 率 149.7% 85.9% 127.3% - -

予 算 48,870千円 42,552千円 38,641千円 38,899千円 -

年度ごとの
取 組

①６月の再開館及び開
館記念企画展等の実
施。
②利用促進のための広
報活動

①指定管理制度導入に
向けた検討。
②広報活動及び企画展
示等の強化

①指定管理者による管
理運営開始
②広報活動及び企画展
示等の強化
③貸館の利用促進の取
組

①広報活動及び企画展
示等の強化
②貸館の利用促進に向
けた取組 -

結 果

令和3年5月29日に再開
館し、同日より秋山庄
太郎氏の生誕100年を記
念した写真展を開催し
た。その後、様々な企
画展を開催するととも
に、展示室、多目的の
貸館を実施した。

春の花見山シーズンに
合わせ、秋山庄太郎写
真展を開催するなど、
さまざまな企画展を開
催した。
また、ジャズコンサー
トを開催するなど、ユ
ニークべニューとして
の活用も行った。

春の花見山シーズンに
合わせた故秋山庄太郎
氏写真展の開催にはじ
まり、キヤノンの全面
協力による企画展、齋
正機氏の作品の展覧
会、福島市出身の写真
家による企画展などを
開催した。

- -

成果や課題

認知度向上に向けた取
り組みとして、「ふく
しま花回廊」等との連
携を図っているが、更
なる入館者数増に向
け、積極的な情報・広
報発信していく必要が
ある。

幅広い文化芸術団体の
活用が進んできてお
り、前年度と比べ貸館
の件数が伸びている。
一方、入館者数は前年
度と比べ減少してお
り、今後は若年層をい
かに取り込んでいくか
が課題である。

キヤノンの企画展で
は、「風神雷神図屏
風」などの国宝屏風の
高精細複製品の展示や
プロジェクションマッ
ピングが話題を呼び、
これまでの企画展で最
多の入館者数を記録し
た。
貸館件数も前年度同様
の高い水準を維持して
いる。

- -

５年

高める要素

福島市写真美術館の再開館にあたり、分館の市民ギャラリーとの統廃合及び機能の再構築を図る
とともに、管理運営形態の確立と指定管理制度導入に向けた取り組みを行う。

目 標 値

市民・文化スポーツ部　文化振興課

（４）共創の推進　４

地域共創による文化活動の推進

福島市写真美術館の再開館及び利用促進

利用者数

23,947人

16,576人

24,700人

人

5,000人

10,000人

15,000人

20,000人

25,000人

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７

写真美術館入館者推移

実績値

目標値

- 43 -



基 本 方 針

担 当

取 組
内 容

推 進 期 間

年 度 基準年度（Ｒ３） Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８

各年度評価 - Ｄ Ｂ - - -

- 3,000名 3,500名 4,000名 4,500名 5,000名

実 績 値 635名 2,001名 3,427名 - - -

達 成 率 - 57.8% 97.5% - - -

予 算 605千円 2,352千円 2,352千円 3,252千円 - -

年度ごとの
取 組

健康づくりで競争
（共創）チャレン
ジ事業の運営
・R3年度取組期間
R3.9.1～R4.1.31

健康づくりで競争
（共創）チャレン
ジ事業の運営
・R4年度取組期間
R4.2.1～R5.1.31
・R3年度取り組み
分の交付金交付

健康づくりで競争
（共創）チャレン
ジ事業の運営
・R5年度取組期間
R5.2.1～R6.1.31
・R4年度取り組み
分の交付金交付

健康づくりで競争
（共創）チャレン
ジ事業の運営
・R6年度取組期間
R6.2.1～R7.1.31
・R5年度取り組み
分の交付金交付

- -

結 果

取り組み者数635名
のうち、ふくしま
健民アプリ利用者
は342名、台紙利用
者は293名だった。
アプリのエント
リー期間が限定さ
れていたことが一
因で伸び悩んだた
め、取組期間終了
後、次年度に向け
てアプリの改修を
行った。

R4年度取り組み者
数2,001名のうち、
ふくしま健民アプ
リ利用者は1,515
名、台紙利用者は
486名だった。
すべての地区にお
いて、R3年度の参
加率が0.1％を超
え、まちづくり資
金交付の対象と
なった。

アプリ改修や企業
訪問、地区での周
知活動により、R5
年度取り組み者数
3,427名（うちふく
しま健民アプリ利
用者は3,065名）達
成。すべての地区
において、R4年度
の参加率が0.5％を
超え、まちづくり
資金交付の対象と
なった。

- - -

成果や課題

健康づくりという
誰にでも身近な内
容であったため、
地区ぐるみで取り
組みを進めたケー
スもあり、気軽に
まちづくりに参加
する意識が高まっ
た。しかし、本市
人口からするとま
だ少数であるた
め、今後、さらに
事業の周知を図る
必要がある。

アプリの利用者数
は前年度の4.5倍と
なり、気軽にまち
づくりに参加する
市民が増加した。
しかし、本市人口
からするとまだ少
数であるため、今
後、さらに事業の
周知・取り組み内
容の工夫を図る必
要がある。

地域のイベントや
健康に関心の高い
企業において積極
的に広報を行っ
た。R4と比較し達
成率があがり、ま
ちづくりにつなが
る取り組みに参加
する意識が徐々に
高まっている。目
標値達成のために
は、さらに事業の
周知を図る必要が
ある。

- - -

（４）共創の推進　５　

政策調整部　地域共創課

高める要素
個人の「まちづくり」への参加意識の高揚

健康づくりで競争（共創）チャレンジ事業の推進

個人の取り組みが、地区のまちづくりに反映する仕組みとして、市民一人ひとりの健康づくり
の取り組みを市内１８地区で競い、実績に応じて各地区に「健康づくりで競争（共創）チャレ
ンジ交付金」（まちづくり資金）を交付する事業を実施する。

５年

目 標 値
取り組み者数

635名

2,001名

3,427名

名

1,000名

2,000名

3,000名

4,000名

5,000名

6,000名

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８

事業取り組み者数

実績値

目標値
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基 本 方 針

担 当

取 組
内 容

推 進 期 間

年 度 基準年度Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９

各年度評価 - Ａ - - - -

- 3クラブ 8クラブ 16クラブ - -

実 績 値 1クラブ 4クラブ - - - -

達 成 率 - 150.0% - - - -

予 算 - - - - - -

年度ごとの
取 組

・スマートフォン利
活用新講座の実施
・シニアＩＣＴサ
ポーターの育成
・ふくしまデジタル
サポートデスクの設
置

①スマートフォン利活
用支援講座の実施
②シニアＩＣＴサポー
ターの育成
③ふくしまデジタルサ
ポートデスクの設置
④シルバー人材セン
ターＩＣＴ班との連携
⑤デジタルクラブの立
ち上げ支援

①スマートフォン利活
用支援講座の実施
②シニアＩＣＴサポー
ターの育成
③ふくしまデジタルサ
ポートデスクの拡充
④シルバー人材セン
ターＩＣＴ班との連携
⑤デジタルクラブの立
ち上げ支援

- - -

結 果

・9月下旬～2月下旬ま
でスマートフォン利活
用支援講座を開催し延
べ988名が参加。
・シニアＩＣＴサポー
ター登録者が47名と
なった。
・12月14日～3月24日
までふくしまデジタル
サポートデスクを開設
し、延べ135名が利
用。

①6月下旬から2月上旬ま
で121回開催し延べ713名
が参加。
②63名に増加。
③4月10日から3月29日ま
での毎週月・水・金曜日
に開設し、延べ558名が利
用。
④ふくしまデジタルサ
ポートデスク相談(水曜日
分。延べ45日)、農業マッ
チングアプリ登録出張サ
ポート、高齢者向けスマ
ホハンドブック作成をＩ
ＣＴ班が担当。
⑤累計4クラブが設立。

- - - -

成果や課題

高齢者等デジタル活
用が不得手な市民の
デジタルリテラシー
向上が図れらた。

デジタルクラブが累計で4
学習センターに設立。シ
ニアＩＣＴサポーターの
増加、シルバー人材セン
ターＩＣＴ班の活動な
ど、市民相互の学び合い
が促進され、高齢者等の
デジタルリテラシー向上
が図られた。

- - - -

３年

目 標 値
デジタルクラブ立ち上げ数（累計数）　※学習センター毎に１クラブ

（４）共創の推進　６

政策調整部　デジタル推進課

高める要素
市民共創で高齢者にもやさしいデジタル化の推進

高齢者等デジタル活用が不得手な市民のデジタルリテラシー向上を図る

デジタル活用に不慣れな高齢者等に対するスマートフォン利活用支援講座の実施に加え、高齢
者が困った時に近くで相談できるシニアＩＣＴサポーターを育成する講座を開催。また、デジ
タルに関することを気軽に相談できる窓口の設置や学習センターでデジタル化について学び合
うデジタルクラブの立ち上げを支援するほか、シルバー人材センターＩＣＴ班の活動を支援。

1クラブ

4クラブ

クラブ

5クラブ

10クラブ

15クラブ

20クラブ

Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７

デジタルクラブ立ち上げ数（累計数）

実績値

目標値
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基 本 方 針

担 当

取 組
内 容

推 進 期 間

年 度 基準年度 Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ１０

各年度評価 新規 - - - - -

- 10件 15件 20件 25件 30件

実 績 値 - - - - - -

達 成 率 - - - - - -

予 算 千円 3,500千円 - - - -

年度ごとの
取 組

ふくしま公民連携
窓口を設置

首都圏企業へ向け
た本市の魅力や課
題の発信を強化

- - - -

結 果

本市における公民
連携の窓口を明確
化し、実効性のあ
る連携体制を構
築。 - - - - -

成果や課題 - - - - - -

５年

目 標 値
ふくしま公民連携窓口を通じて民間事業者等と連携した取り組み数

（４）共創の推進　７

政策調整部　政策調整課

高める要素
ふくしま公民連携窓口を通じた公民連携の推進

市の課題解決に資する新たな取り組みの創出

公民連携の推進にあたり、民間事業者等から取り組みの提案や相談を幅広く受け付けるととも
に、市の課題を効果的に発信する取り組みを行う。また、提案の内容が企業等との連携が望ま
しい場合、市から協力を要請し伴走支援を行う。民間事業者等と連携した取り組みに努めなが
ら、公民連携を推進する。

件

5件

10件

15件

20件

25件

30件

35件

Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ１０

ふくしま公民連携窓口を通じて民間事業者等と連携した取り組み数

実績値

目標値
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令和６年度　ヒアリング実施事業

〇公共施設等総合管理計画の推進 ・・・Ｐ.４８

（財産マネジメント推進課）

〇未利用財産の積極的な処分 ・・・Ｐ.５０

（財産マネジメント推進課）

〇町内会におけるICT活用の推進 ・・・Ｐ.５２

（地域共創課）

〇森林環境整備事業の推進 ・・・Ｐ.５４

（農林整備課）

〇マイナンバーカードの普及促進 ・・・Ｐ.５６

（スマート窓口推進課）
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部 課

■ 推進事業 □ その他事業

－ 千円 千円 千円

千円 千円 千円

歳　入 － 千円 － 千円 千円

一般財源 －千円 －千円 －千円

－千円

千円 千円 千円

その他 －千円 －千円 千円千円 千円

地方債 －千円 －千円 －千円

－千円

千円 千円

県支出金 －千円 －千円 千円千円 千円

千円

財
源
内
訳

国庫支出金 －千円 －千円 －千円

千円 千円 千円歳　出 －千円 －千円 －

千円

決算額 R3 R4 R5 R６　 R7 R8

評価結果 D D D

達成率 -19.1% -11.3% -0.4%

実績値 975,926㎡ 976,468㎡ 973,015㎡

Ｒ８

目標値 956,600㎡ 940,400㎡ 924,200㎡ 908,000㎡ 891,800㎡ 875,500㎡

R3 R4 R5 R6 R7

結　　果

面積減（除却、売却等） R4→R5 ： ▲8,714㎡ （H28末からの累計 ▲37,355㎡）
　　※主な施設・・・旧大久保小学校、旧三河台学習センター、旧ふくしま支援学校、小中学校の旧体育館、等

面積増（新築、増築等） R4→R5 ： ＋5,260㎡ （H28末からの累計 ＋37,550㎡）
　　※主な施設・・・新清水支所、新ふくしま支援学校、小中学校の新体育館、等

差し引き増減 R4→R5 ： ▲3,453㎡ （H28末からの累計　＋195㎡）

成果や課題

　公共施設等の面積縮減を図るため施設の除却・売却に努め、令和５年度においては旧大久保小学校の
民間事業者への売却などにより約8,700㎡を縮減し、令和５年度までの累計で、基準年度（H２８）末の
延床面積972,820㎡の3.4％にあたる33,140㎡を縮減した。
　しかしながら、H28時点ですでに事業着手済みの施設の完成等もあったほか、老朽化した施設等の更
新（建替え）をする際には、もともとの施設が狭隘であることなどから更新後はどうしても更新前よりも
床面積が増加する傾向があり、総面積としては、基準年度比で195㎡の増加となった。
　今後とも、計画的な施設の除却・処分の推進、施設の更新及び新設時の適正規模での整備について庁
内に働きかけていくが、行政として新たな需要に応えるための新規施設整備も必要となる場合もある。
また、廃止を検討中の施設について「廃止の決定」を下すためには、地元や利用者からの理解を得るなど
慎重な対応が必要となるほか、廃止した施設についても、「売却先が見つからない」「解体のための予算
確保が難しい」などの理由により除却・処分までは相当の時間を要することなど、目標達成には課題が
多い。

市民ニーズ
把握の有無

無
⇒（有の場合）
　　把握方法

年度ごとの
取組

（前年度の
取組）

　廃止施設の除却、遊休施設の処分等により、施設総量の縮減を図った。
　また、昨年度策定した「福島市PMガイドライン」に基づき、施設整備事
業のマネジメントを行った。
【福島市PMガイドライン】
▶ 施設整備の業務フロー図や要検討事項を明示
▶ 施設整備の構想・計画段階から財産マネジメント推進課や公共建築課
が関与する業務フローとするにより、過剰な規模や機能を抑制するとと
もに施設所管課を技術的に支援
▶ 各分野を所管する庁内の多様な部署が関わることで、社会背景や行政
需要に応じた施設整備を促進

事
業
費
の
内
訳

決算額

－ 千円

　人口減少社会が進む中にあって、自主財源の確保・充実に一層取り組み、歳出抑制を図りながら、限られた財源の配
分について優先化・重点化を図り、安定的な財政基盤の構築に努めます。
　また、経年劣化が進む公共施設への対応や将来のあり方を検討するなど、効率的で効果的な行財政経営のための改
革に取り組んでいきます。

事　業　名 公共施設等総合管理計画の推進

事業の目指
すべき成果

保有する公共施設の量の適正化によるライフサイクルコストの縮減

財務 財産マネジメント推進

１　財政マネジメントの強化
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そのほか
特記事項

行
革
推
進
委
員
意
見

（１）目標の設定方法
・コストカット１０％なので面積を10%減らすという目標の立て方は適当ではないと感じる。廃止施
設と新設施設の差が実績となるのであれば予測がつくはず。

（２）施策の推進
・耐用年数や要、不要の判定基準を明確にし、事業の推進を図っていただきたい。
・新規の事業で計画実行された施設の旧建物は経費が掛からないよう、速やかに除却を進めていた
だきたい。
・公共施設の除却や売却に関して、例えば廃校になった学校などは住民の理解を得られるのが大変
であり計画通りに進まないこともあるが、計画通りにいかなかったからD判定としていいのか疑問
である。福島市全体に目を向けて遠い先まで見通した計画が大事と考える。
・各課でその目的に応じた施設管理を行うため、除却・処分の推進については見通しが立ちにくい点
が課題ではあるが、引続き各部署と連携をとり、事業の推進に努めてほしい。

（３）既存の施設に対する意見
・利用率を把握しながら学習センター分館など老朽化した施設の積極的な処分の検討をお願いした
い。
・アオウゼは利便性の良い立地で助かっている。成功事例かと思うのでこうした例を参考に考えてい
ただきたい。
・こむこむの雨漏りの原因やどこに問題があったのか気がかりである。
・市有施設の中で比較的小規模な市営住宅等ですでに使用していないものは除却計画を進めない
と街の景観を損ねたり野生動物が住み着いたりハチの巣ができたりと住民にとって迷惑なものとな
りかねない。
・施設の耐用年数と実際の構造には差があると思う。できるだけ出費を抑えるためにも上手に使用
していくべきと考える。

（４）その他
・面積を減らすことよりも、公共施設の老朽化がどれほど深刻であるか分かりづらかった。庁内だけ
でなく、市民にも現状を広報していただきたい。

ヒアリング実施後の検討状況（担当課記入）

今後の
取組方針

※終了事業
の場合は、
総括と評価

（１）目標の設定方法
・適切な目標設定については、次期公共施設等総合管理計画の策定作業において検討してま
いります。

（２）施策の推進
・次期個別施設計画の策定作業においてフローチャート等を整備し、施設の利用率、必要性、民
間代替可能性等から施設の将来的な方針を定めるスキームを構築したいと考えております。
・廃止後の施設は、除却のほか民間への売却により、自主財源の確保、民間利活用による地域
活性化等が見込める場合もあることから、施設ごとに適切に判断し対応してまいります。

（３）既存の施設に対する意見
・既存施設については、公共施設等総合管理計画の基本方針に基づき、長寿命化等による更新
サイクルの延長を基本としつつ、利用状況等を鑑みたうえで廃止となった施設は速やかな除
却・売却を進めるなど、将来世代の負担とならないよう取り組んでまいります。

（４）その他
・公共施設に関する情報・現状等の広報としてどのような手法が効果的であるか、今後検討し
てまいります。
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部 課

■ 推進事業 □ その他事業

－ 千円 千円 千円

千円 千円 千円

歳　入 － 千円 － 千円 千円

一般財源 －千円 －千円 －千円

－千円

千円 千円 千円

その他 －千円 －千円 千円千円 千円

地方債 －千円 －千円 －千円

－千円

千円 千円

県支出金 －千円 －千円 千円千円 千円

千円

財
源
内
訳

国庫支出金 －千円 －千円 －千円

千円 千円 千円歳　出 －千円 －千円 －

千円

決算額 R3 R4 R5 R６　 R7 R8

評価結果 A A A

達成率 279.7% 148.6% 176.2%

実績値 279,697千円 297,228千円 528,595千円

Ｒ８

目標値 100,000千円 200,000千円 300,000千円 400,000千円 500,000千円

R3 R4 R5 R6 R7

結　　果
一般競争入札による売却　４件　6６,５６0千円
事業者公募による売却　１件　1２０,２１３千円
その他　２６件　４４,５９４千円

成果や課題

未利用の市有地の売却や廃止となった施設の売却を進めた結果、目標額を上回る売却額を達
成することができた。
今後とも、自主財源の確保を図るため、一般競争入札による市有地の売却や、「提案型民間活
力導入制度」による未利用公有財産の利活用に努めていく。一方で、現在対象となっている公
有財産は市郊外に立地する物件が多く、また、建物の築年数が経っていることなどから、売却
までは相当の時間を要するものと思われる。

市民ニーズ
把握の有無

無
⇒（有の場合）
　　把握方法

年度ごとの
取組

（前年度の
取組）

一般競争入札や利活用事業者公募等により、未利用財産の
積極的な処分に努めた。

事
業
費
の
内
訳

決算額

千円

　人口減少社会が進む中にあって、自主財源の確保・充実に一層取り組み、歳出抑制を図りながら、限られた財源の配
分について優先化・重点化を図り、安定的な財政基盤の構築に努めます。
　また、経年劣化が進む公共施設への対応や将来のあり方を検討するなど、効率的で効果的な行財政経営のための改
革に取り組んでいきます。

事　業　名 未利用財産の積極的な処分

事業の目指
すべき成果

未利用財産の処分による自主財源の確保

財務 財産マネジメント推進

１　財政マネジメントの強化
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そのほか
特記事項

行
革
推
進
委
員
意
見

（１）目標の設定方法
・目標値の立て方が過去の平均値という考え方は適当ではないと感じる。根拠があり目標が立ち、
それに対して進んだ遅れたという話になるのではないか。なぜ遅れたかという議論が無ければ事業
として進んでいかないのではないか。

（２）事業の分析
・施設の耐久年数や存続可能施設見込み、データの試算などを含めて長期的に分析して検討いただ
きたい。

（３）施策の推進
・財産マネジメント推進課が市有財産の取捨選択を提言できるくらい踏み込んだ施策をお願いした
い。
・施策は着実に進んでいるので、より一層成功例が増えていくことを願っている。
・教育施設の廃止はやむを得ないが、将来人口を考えて必要か否かを決めるべきと思う。
・『提案型民間活力導入制度』による利活用について、今後の候補地も地域住民に快く受け入れられ
るような施設になることを願っている。
・提案型民間活力導入制度について、対象となる未利用公有財産の魅力がさらに伝わるような広報
を今後も期待する。利活用事例について、利活用事業者に継続的に発信してもらうような仕組みな
どもあるとよい。

ヒアリング実施後の検討状況（担当課記入）

今後の
取組方針

※終了事業
の場合は、
総括と評価

（１）目標の設定方法
　道路事業の状況により残地が発生する場合や、法定外公共物の譲渡希望など、予測できない
こともあることから、明確な目標値を立てられないため、平均値としたところです。なお、目標
達成に向け令和４年度に「提案型民間活力導入制度」の開始により廃校の売却ができたため目
標値が達成できている状況です。

（２）事業の分析
　未利用財産の処分を検討する際、今後も建築年次や耐震性能等を踏まえ進めてまいります。

（３）施策の推進
・未利用財産について、各課へ売却等が可能な土地について調査を行ったものの売却等には
至っていない状況です。なお、今後も各課で情報共有を図りながら検討してまいります。
・提案型民間活力導入制度による利活用事例については、引き続き市HPで情報発信していく
とともに、利活用事業者側にも利活用による効果やメリット等について発信をお願いしていき
たいと思います。
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部 課

■ 推進事業 □ その他事業

　市民の行政に対するニーズを的確に把握し、限られた資源で効率的にサービスが提供できる、質の高い行政サービ
スの提供に努めます。
　また、成果重視による運営や目標管理手法などの民間の経営手法を積極的に取り入れ、前例や慣習にとらわれない
戦略的な行政経営を推進し、行政サービスの質の向上を図ります。

事　業　名 町内会におけるICT活用の推進

事業の目指
すべき成果

町内会のデジタル化を推進し、町内会及び市の事務負担の軽減と若年層の町内会への加入促
進を図る。

政策調整 地域共創

３　行政サービスの質の向上

結　　果
・アドバイザーの派遣を１回実施し、電子町内会推進事業への参加に繋がった。
・電子町内会推進事業への参加町内会数が、２町内会増加し４０町内会となった。

成果や課題

　本事業への新たな参加町内会は少なかったものの、すでに参加している町内会ではLINE等
を利用した回覧体制の拡大や、ウェブサイト内の会員専用ページを使用し集会所予約を行うな
ど、町内会事務の軽減について意見を得た。
　今後については、デジタル化を進めている町内会の取り組み等について広報を実施していく
とともに、ウェブサイトの使用環境についてもアンケートを行い、より使いやすい・わかりやす
い仕組みを構築する。

市民ニーズ
把握の有無

無
⇒（有の場合）
　　把握方法

年度ごとの
取組

（前年度の
取組）

【電子町内会推進事業】
・市が作成、送付する町内会長あて通知文書及び町内会あ
て回覧文書の電子データ（メール）での送信。
・町内会が事業計画や活動結果等を投稿できるウェブサイ
トの管理運用。
・町内会が抱えるデジタル化への課題解決のため、アドバイ
ザーの派遣。

事
業
費
の
内
訳

決算額

604 千円

・ウェブサイト運用管理業
務委託：５９４千円
・アドバイザー派遣業務：
１０千円

Ｒ８

目標値 10町内会 36町内会 ４４町内会 43町内会 ４６町内会 ４９町内会

参加町内会数 R3 R4 R5 R6 R7

達成率 250% 106% 91%

実績値 ２５町内会 ３８町内会 ４０町内会

決算額 R3 R4 R5 R６　 R7 R8

評価結果 A A B

千円

財
源
内
訳

国庫支出金 千円 千円 千円

千円 千円 千円歳　出 810千円 3,097千円 604

千円

千円

千円

千円 千円

県支出金 千円 千円 千円千円 千円

千円

千円 千円 千円

その他 千円 千円 千円千円 千円

地方債 千円 千円

千円 千円 千円

歳　入 千円 千円 千円

一般財源 810千円 3,097千円 604千円

千円 千円 千円
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行
革
推
進
委
員
意
見

（１）周知方法の強化
・申し込みがあったところだけでは、進んでいかないのではないか。行政側からの積極的なアプロー
チが必要と感じる。
・866の町内会ごとにICT活用の周知を図る基本的な考え方に異存はないが、周知方法として27
地区ごとの説明会やお知らせ、導入可否を判断しても良いのではないか。

（２）電子町内会の推進
・現役世代の役員の負担を減らすためにも進めていただきたい。
・町内会ICTが進めばデジタルクーポンのような市民サービスのデジタル化にもつながり、行政側の
負担も減っていくのではないか。
・町内会が地域文化や地域政策の担い手として保存・支援すべき対象という位置付けならば、具体
的にそれぞれの町内会が何をしているのか把握し、情報共有する”見える化”を進めるところから始
めていただきたい。
・ICTの習熟には個人差があるので、普及には問題点が多く短時間で解決できるとは考えられない
ため時代の流れに任せるしかないのかと思われる。
・ICT化が進むことで町内会が消滅しないような施策を望む。
・ICT化が進み、町内会の役員の仕事が軽減され、地域のコミュニティ確立のために時間を使うこと
ができれば良いと思う。
・防災防犯やその他の面でとても重要な役割を果たしている町内会について、若者の理解がどんど
ん進むことを願っている。
・ある町内会連合会長にお話を伺ったところ、回覧板は地区民同士の交流のきっかけとなるとても
大切なものなので、電子回覧板にする予定はないとのことであった。

（３）目標値の設定
・目標値が低いのではないか。
・目標数の設定を上げる努力が必要。

（４）若年層の町内会加入に向けて
・子育て世代が町内会に加入するメリット（地域活動・災害時など）を明確に示し、市政だよりやウェ
ブで発信してデジタル世代が町内会を運営または役員になることをまず分かってもらう努力が必
要。

（５）他施策との連携
・福島市のLINEに市政だよりの内容を掲載すると閲覧者が増えるのではないかと思う。
・町内会が連絡手段・メディアという位置付けならば他施策と組み合わせながら一層事業推進して
いただきたい。

ヒアリング実施後の検討状況（担当課記入）

今後の
取組方針

※終了事業
の場合は、
総括と評価

（１）周知方法の強化
　ホームページやSNSを利用し、市民全般の認知度を高めていくとともに、地区の連合会への
説明会等の実施を検討し、デジタル化への理解を深めてまいります。
　
（２）電子町内会の推進
　町内会の維持・活性化のため、情報伝達に限らず、デジタル化へ移行することで負担軽減、効
率化が見込まれる町内会活動についても検討し、町内会におけるデジタル化の推進を図って
まいります。

（３）目標値の設定
　現時点では、町内会内においてデジタル化を推進できる役員等が少ないとの意見が多いこと
から、毎年５町内会ずつの参加を目標とし、定期的に目標値の適正設定を行います。

（４）若年層の町内会加入に向けて
　子育てが町内会活動（地域活動）を意識し始めるきっかけの１つと考えられることから、様々
な生活様式に対応できるようデジタル化を推進し、町内会をより身近に感じてもらうために町
内会情報の発信・共有体制の構築を図ってまいります。

（５）他施策との連携
　町内会活動に対する課題等を把握し、課題解決に向け、他部局と連携を図りながら町内会の
維持・活性化に努めてまいります。

そのほか
特記事項

- 53 -



部 課

■ 推進事業 □ その他事業

千円 千円 千円

千円 千円 千円

歳　入 千円 千円 千円

一般財源 41,168千円 30,014千円 81,319千円

千円

千円 千円 千円

その他 千円 千円 千円千円 千円

地方債 千円 千円 千円

千円

千円 千円

県支出金 千円 千円 千円千円 千円

千円

財
源
内
訳

国庫支出金 千円 千円 千円

千円 千円 千円歳　出 41,168千円 30,014千円 81,319

千円

決算額 R3 R4 R5 R６　 R7 R8

評価結果 ー ー A

達成率 ー ー 100%

実績値 ー ー 20ｈa

Ｒ８

目標値 ー ー 20ｈa 40ha 60ha 80ha

森林整備 R3 R4 R5 R6 R7

結　　果
・林業普及啓発活動（参加６校、御山・佐原・蓬莱東・森合・余目・平田の各小学校、２３９名参加）
・森林整備（２０ｈa整備済）

成果や課題

・木材利用促進（公共施設）令和２年度　福島駅西口大庇（交通政策課）　令和３年度「道の駅ふ
くしま」隣接こども遊び場（こども政策課）　令和４年度清水支所　等において木材利用促進を
行っている。
・林業普及啓発活動については、市内４３校の小学校に意向を確認し、６校を選定し林業学習会
を開催している。また、参加した小学校にアンケートを実施し、「森林の大切さが分かったや、林
業に興味が湧いた」等の回答をいただいている。（毎年６校の林業学習会を計画している。）
・森林整備に関しては、森林所有者の意向を確認しながら森林整備を行うので、複数年での施
工となっている。（令和５年度より20haずつの森林整備を行う計画にしている。）

市民ニーズ
把握の有無

無
⇒（有の場合）
　　把握方法

年度ごとの
取組

（前年度の
取組）

・木材利用促進（公共施設における木材利用）
・林業普及啓発（市内の小学校を対象に、見学会・林業学習
会を行っている。「木材市場・木材加工場・伐倒作業」の見学
会、実際に丸太切りを行っている。）
・森林経営管理制度に基づく森林整備（主に間伐を行って
いる）

事
業
費
の
内
訳

決算額

81,319 千円

・木材利用促進
(40,356千円)
・林業普及啓発活動
・森林整備
(40,963千円)

　市民の行政に対するニーズを的確に把握し、限られた資源で効率的にサービスが提供できる、質の高い行政サービ
スの提供に努めます。
　また、成果重視による運営や目標管理手法などの民間の経営手法を積極的に取り入れ、前例や慣習にとらわれない
戦略的な行政経営を推進し、行政サービスの質の向上を図ります。

事　業　名 森林環境整備事業の推進

事業の目指
すべき成果

適切な森林の経営管理について、森林所有者と民間事業者、行政が一体となり行う森林整備
や
木材利用の促進、普及啓発に取り組むことにより、地球温室効果ガスの排出量削減や災害の防
止に努める。

農政 農林整備

３　行政サービスの質の向上
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そのほか
特記事項

ヒアリング実施後の検討状況（担当課記入）
（１）児童・生徒への啓発
・森林の重要性、森林資源や環境を有効利用した動画について、国の機関を始めとして、ネット
上に映像が散見されますので、動画を作成する予定はございませんが、学校教育課や学校現
場に情報提供を行い、更なる連携を図り、普及啓発活動に繋げてまいります。また、市には水
林自然林、小鳥の森等の施設もありますのでご利用いただき、さらに森林環境について学んで
いける環境を整備できるか検討してまいります。

（２）森林の整備
・森林整備については、市内森林所有者にアンケートを実施し、その回答を基に森林整備の方
針を決定し森林整備を行っており、市に「森林整備を任せたい」と契約した方のみが対象と
なっております。しかし、契約した民友林の多くが、境界が確定されておらず、境界を確定して
から森林整備となるため、多くの時間を要しているのが現状です。今後も、森林所有者の意向
を確認し、民間事業者とも連携しながら、森林整備を行ってまいります。

（３）森林を活用した取り組み
・引き続き、森林整備がなされていない森林の整備を行いながら、観光等についても他部署と
連携し森林活用を模索してまいります。
・荒川区との交流事業も引き続き行い、荒川区の意向も確認しながら拡大していけるよう検討
してまいります。また、森林を利用したスポーツ等に活用できるか検討してまいります。

（４）木材の活用
・地元産材の利用を促進する市の補助制度については、今後、検討してまいります。
・間伐材利用の促進につきましては、利用促進に向けた仕組みつくりを構築できるよう、さらに
循環型の森林つくり（カーボンニュートラル）に貢献できるよう検討してまいります。

今後の
取組方針

※終了事業
の場合は、
総括と評価

行
革
推
進
委
員
意
見

（１）児童、その他への啓発
・子供たちに見せる教材を充実させてほしい。森林の重要性を盛り込んだ映像を作成して、林業普及
啓発事業に参加できない児童にも啓蒙していただきたい。
・子供たちは視覚情報から学ぶことに慣れているので、ドローン等を使った動画作成などに予算を
使うのが良いと思う。一般への広報にも利用できる。時代に合わせた普及啓発に努め森林資源や環
境を有効利用していただきたい。
・中学生用として広報用の動画の作成をお願いしたい。
・森林の取り組みについての普及であれば小学生など小さいうちからの教育が大切だと思う。た
だ、説明の中で将来林業に就く子どもたちを増やすという目的もあるならば、より職業選択する年
齢に近い中学生も視野に入れた方が良いのでは。
・小学生を対象とした林業普及啓発活動に加えて、森林環境について市民も学べるような機会提供
があるとよいと感じた。

（２）森林の整備
・目標の設定について値は適当か。
・広大な森林からすると目標値が少ない気がするが、着々と進んでいくことを願っている。
・行政だけでは計画の実行は不可能であると考えるので所有者、民間事業者へのアプローチも強化
していただきたい。
・アプローチしていない所有者へ太陽光関係の事業者が接触し、メガソーラーへとなってしまう事態
は避けていただきたい。
・森林所有者からのアプローチも可能となるような枠組も必要ではないだろうか。

（３）森林を活用した取り組み
・よく整備された森林が訪れる人に好感をもたらすと思うので、観光に生かしていただきたい。
・観光や危機管理などの部署と連携して充実した政策をお願いしたい。
・荒川区との共同行事をもう少し拡大してみてはどうか。
・森林を利用したスポーツ等の活動を希望する市民に対して積極的に協力をしてもらえればありが
たい。

（４）木材の活用
・地元産の木材を使用した場合の補助を検討していただきたい。
・間伐材の利用促進を図っていただき、間伐の予算へ換えられるような仕組みを構築し持続可能な
ものにしていただきたい。
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部 課

■ 推進事業 □ その他事業

98,866 千円 千円 千円

千円 千円 千円

歳　入 85,569 千円 112,549 千円 千円

一般財源 千円 千円 千円

千円

千円 千円 千円

その他 千円 千円 千円千円 千円

地方債 千円 千円 千円

千円

千円 千円

県支出金 千円 千円 千円千円 千円

千円

財
源
内
訳

国庫支出金 82,830千円 105,581千円 98,386千円

千円 千円 千円歳　出 82,830千円 105,581千円 98,386

千円

決算額 R3 R4 R5 R６　 R7 R8

評価結果 C C C

達成率 78.9% 61.7% 77.5%

実績値 43.0% 68.2% 81.3%

Ｒ８

目標値 140,000件（50%） ほとんどの市民が所有 ほとんどの市民が所有 ほとんどの市民が所有 ほとんどの市民が所有 ほとんどの市民が所有

R3 R4 R5 R6 R7

結　　果

休日夜間窓口　５,５９２枚の交付、３３２件の申請を受付
地区臨時窓口　９回２１８件の申請を受付
個人宅出張　　１０２件の申請を受付
福島市所有率　８１.３％

成果や課題

≪成果≫
臨時窓口を継続して拡充開設することで、交付機会の拡充を図ることができ、出張申請を個人単位にまで広
げることで、申請機会の拡充を図ることができた。
≪課題≫
国の調査では、マイナンバーカードの未取得理由として「メリットを感じないから（43.3%）」が最も高く、利活
用の機会の周知とメリットの実感が課題となっているため、健康保険証、運転免許証、救急業務、災害対応、行
政手続きのオンライン申請、コンビニ交付など、実際に活用いただけるよう周知を図る必要がある。

市民ニーズ
把握の有無

有
⇒（有の場合）
　　把握方法

全国的に横並びの交付率であることを踏まえ、デジタル庁が行う取得状況
調査等を参考としています。

年度ごとの
取組

（前年度の
取組）

①土湯温泉町・立子山・飯野町を除く支所に交付・更新
　担当のパート職員を配置
②休日・夜間の臨時窓口拡充の継続
　・木曜日　１７：１５～１９：３０
　・土曜日　８：３０～１６：３０
③交付率の低い地区での臨時窓口の開設
④個人宅への出張申請の実施　　（外出が困難な方）
　・７５歳以上の方　・要介護･要支援認定を受けている方
　・障害者手帳をお持ちの方・指定難病医療費受給者証をお持ちの方

事
業
費
の
内
訳

決算額

98,386 千円
会計年度任用職員関連　68,338千円
消耗品費　333千円
印刷製本費　779千円
通信運搬費　5,901千円
委託料　13,200千円
使用料及び賃借料　9,838千円

　市民の行政に対するニーズを的確に把握し、限られた資源で効率的にサービスが提供できる、質の高い行政サービス
の提供に努めます。
　また、成果重視による運営や目標管理手法などの民間の経営手法を積極的に取り入れ、前例や慣習にとらわれない
戦略的な行政経営を推進し、行政サービスの質の向上を図ります。

事　業　名 マイナンバーカードの普及促進

事業の目指
すべき成果

マイナンバーカードが普及することに伴い、マイナンバーカードを利用した行政手続きの拡大、
及び安全・安心で利便性の高いデジタル社会の基盤の構築に寄与する。

市民・文化スポーツ スマート窓口推進

３　行政サービスの質の向上
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そのほか
特記事項

行
革
推
進
委
員
意
見

（１）マイナンバーカードのメリットに関する広報
・運転免許証や健康保険証の紐づけも大事だが、証明書をコンビニで簡単に取得できることをもっ
とPRしていただきたい。
・証明書発行の利便性、安さなどのメリットをさらに広報する必要がある。
・申請、交付機会は充実していることから、あとは利活用の機会について繰り返し周知を図ることが
必要である。保険者等と連携した広報の可能性についても検討するとよいのではないか。
・高齢者はデジタルへの抵抗感があると考えられるので、マイナンバーカードを使うことのメリットを
示していく必要がある。

（２）取得率向上に向けた働きかけ
・事業所へ向けて取得率向上の呼びかけや、協力を依頼してはどうか。
・未交付者約50,000人の内訳として２０～３０代が多いとのことであった。その年代へのアプロー
チの仕方を検討いただきたい。
・未交付者に対して個別に通知を送付してはどうか。

（３）その他
・使用方法を具体的に分かりやすく説明（周知）していただきたい。
・要介護５の方など現実的に取得が難しいことにより、100%の達成が難しいのであれば、その数を
把握して差し引いた数を目標値としても良いのではないか。
・給付金の支給などに展開し、書類の申請が少なくなるようにしていただきたい。

ヒアリング実施後の検討状況（担当課記入）

今後の
取組方針

※終了事業
の場合は、
総括と評価

（１）マイナンバーカードのメリットに関する広報
・コンビニ交付サービスの利用率向上に向けたカードサイズの案内チラシを配付します。
・庁内の電子掲示板において、マイナンバーカードの活用方法を放映します。

（２）マイナンバーカード取得率向上に向けた働きかけ
・デジタル庁で掲載しているマイナンバーカードに関する紹介動画を市SNSにて発信します。
・国民健康保険証及び後期高齢者医療被保険者証の更新時に、令和６年１２月の健康保険証の
新規発行廃止に向けた案内チラシを送付します。

（３）その他
・マイナ救急の実証実験など、マイナンバーカードを活用したサービスの案内について、実施機
関に働き掛けを行い、周知広報に努めます。
・交付枚数率１００％の達成は現実的に困難である一方で、取得が困難な対象者の切り分けも
困難であるため、今後国において目標値が示されるまでは、現在の目標値を継続するものとし
ます。
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